
第８章

農用車市場の展開と北汽福田のM&A戦略

第１節 本章の課題

１．農用車産業

本章の課題は，中国における農用車産業の展開に着目し，トップメーカー

である北汽福田車輌股!公司（略称：北汽福田）のケーススタディを通じ，

市場・産業組織の形成と企業改革・企業の経営戦略に示されるところの経済

改革の成果と限界について，実態に即して論じることにある。

農用車（農用運輸車）という言い方は中国に独特なものである。日本でい

えばかつてのオート三輪，今日の軽自動車に相当するが，通常の自動車（中

国語では「汽車」）とは税法上，運転免許の種別，さらに道路交通上の規制が

異なるという意味で，両者は共通する。また市場の発展とともに性能が向上

し，通常の自動車との間の境界が希薄化している点でも同様である。

後述のように農用車とは，そもそも"１メーカーの行政上の帰属（「隷属」）

先，"２車輌に対する規制と保護，"３搭載するエンジンといった面から規定さ

れ，形成された概念であるが，今日では以下のように性能面から定義が与え

られている（１）。

「農用運輸車とは，ディーゼルエンジンを動力装置とし，農村の道路で貨

物輸送にあたる低速の機動車で，このうち四輪農用運輸車とは能力２８kW以

下，積載量１５００kg以下，設計速度５０km以下の四輪車を，三輪農用運輸車と



は同じく９kW以下，５００kg以下，４０km以下の三輪車を指す。」

こうした定義は，農用車が道路交通の管理上，無視しえぬ存在となってき

たことから規定されたものであるが，農用車の市場および産業としての発展

は，むしろ自然発生的である。

すなわち農用車とは，一般に「農業機械」もしくは「農機」と呼ばれる中

央・地方の機械産業を中心に生産されてきた三輪もしくは四輪の小型ディー

ゼル車を指す。耕運機や小型トラクタの担っていた農村部の輸送需要が拡大

するとともに開発された軽車輌で，積載量は通常０．５から１．５トン程度，発動

機も当初は中国の小型トラクタ・耕運機に伝統的な単気筒のディーゼルエン

ジンが使用された。駆動方式もベルトによるものが多く，さらに北方向けに

は無蓋の車種も認められる。ちなみに農用運輸車の価格は三輪で４０００から１

万元，四輪で１万５０００から３万元程度で，趨勢的に下落しており（機械工業

信息研究院産業与市場研究所編［２０００:１５９］），後者の価格は２トン積みの小型

トラックに近接する（田島［１９９６b］を参照）。

周知のように計画経済期の中国においては，所有制の如何を問わず，いか

なる企業も帰属部門（「主管部門」）をもち，同時に地方別の規制と保護を強

く受けてきた。しばしばいわれるのは，こうした管理体制の枠組みのもと，

企業は人事，財務，資産の面で地域の党政部門に帰属し，かつ生産，調達，

販売の面で同級，上級もしくは中央政府級の計画（国家計画）による規制を

受ける，ということである。とりわけ人事，財務，資産の帰属関係によって

規定されるところの「経済システムの属地性」は，財政金融システムや資源

保有，雇用システムの属地的性格と相まって，計画経済期のみならず，移行

経済期においても中国企業を大きく規定してきた（田島［２０００］）。

中国における計画経済の歴史は，旧ソ連的な部門系列による中央集権的枠

組みと，このような地方分権的な中国的枠組みが，それぞれ優劣を替えつつ，

マトリックス的に共存する歴史であった。すなわち「農機」部門とは，１９５９

年９月の中央政府農業機械部の成立を契機として系列化された中央から地方

にいたる行政主管部門の系統である。主としてトラクタ，およびこれらに搭
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載されるディーゼルエンジンの各産業を中心に，アタッチメント，灌排水設

備などの製造業を傘下に収める（２）。

１９６０年代半ば以降の中国では農業機械化が経済の優先課題に掲げられ，農

機産業の産業特性，および冷戦構造下の工業分散配置政策と相まって，中央，

省，（地区），県，人民公社にいたる重層的な農業機械の製造，普及，修理の

体制が形成された（３）。こうした「農機」系統は，１９７０年４月の行政改革によ

り，民生用機械生産の主管部門である第一機械工業部の系統に吸収されたが，

その後いくたびかの変遷を経つつ，今日にいたるまで組織系統としての連続

性を保っている。

ちなみに日本でいう軽自動車は，中国では「微型車」と呼ばれ，当初より

自動車として認知されている。これらは基本的に１９８０年代に天津，吉林，柳

州など地方中核都市の自動車メーカー（地方企業），もしくはハルピン，西

安，合肥，南昌などの軍需産業（中央企業）が，主として日本企業よりのラ

イセンス供与に基づき生産を始めている（田島［１９９１］）。ガソリンエンジン

を搭載し，かつ非農業機械系メーカーまたは軍需産業によって取り組まれた

ことから，自動車の扱いになったと考えられる。

逆にいえば，中国でいう自動車とは，まずもって機械工業すなわち旧機械

工業部（現・国家機械工業総局）汽車司の系統の企業，もしくは自動車産業

と認定され自動車に関わる規制と保護の対象となるような企業によって生産

された車輌である（４）。通俗的には，機械工業系統で編集される『中国汽車工

業年鑑』などで言及もしくはデータが収録される車輌や企業が自動車であ

り（５），自動車産業である。

ちなみに１９９４年２月に国家計画委員会によって出された「自動車工業産業

政策」では，もっぱら自動車産業およびオートバイ産業（６），これらに関連す

る部品産業が対象になった。当時すでに年産１００万台の大台に乗り，台数に

おいて自動車を上回る水準にあった農用車については，基本的に考慮が払わ

れていない。つまり農用車産業は，１９９０年代半ばの段階では，いまだ政策当

局によって重視されていなかった。
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とはいえ，農用車および農用車産業が当局による規制・保護をまったく受

けなかったわけではない。まず需要サイドでは，軽油の配給を通じた保護・

規制が存在した。すなわち個別農家によるトラクタ，農用車保有に不可欠な

軽油は，徐々に市場流通が進んだとはいえ，基本的には統制作物の供出に対

する見返りとして一定数量が安価に配給された。軽油配給が廃止されるのは，

食糧・綿花の流通規制が緩和された１９９２，９３年段階である（７）。

他方で既述のように，主管部門の系統を通じた規制と保護が存在した。す

なわち１９８７年以降，国家機械工業委員会農機局（当時）のもと，数年ごとに

「農用運輸車生産企業および産品目録」が作成され，認定されたメーカー名

と型番が，公安部交通管理局との連名で全国に通達された（機械工業信息研

究院産業与市場研究所編［２０００:１７１］）。これは「各企業による生産，農機公司

による販売，および各地の公安車輌管理部門による車輌登録手続きに関する

最新かつ唯一の根拠」になるものであった（中国汽車工業技術研究中心http:／／

www.autoinfo.gov.cn／，『行業新聞』１９９９年７月２８日）。

現在の中央レベルにおける主管部門は，国家機械工業局農用運輸車行業管

理弁公室であり，同局傘下の機械工業農用運輸車発展研究中心および中国農

機工業協会農用運輸車分会が半官半民の業界組織となっている。また道路交

通上の規定や運転免許上の区分については，当初はトラクタ・耕運機に準じ，

ついで自動車に準じてなされるようになっている（８）。

このように業務上の主管部門や道路交通に関わる規則制度は存在したもの

の，農用車産業が中央政府レベルの産業政策の対象となる，すなわち基幹産

業として規制と保護の対象となるのは１９９７年以降である。この年，国務院弁

公庁は国家計画委員会，機械工業部（当時）の「農用運輸車に対する管理を

強化する意見」を通達し，!１農用運輸車を交通手段として重視する，!２２０００

年までセットメーカー，多気筒エンジンメーカーの新規参入を禁ずる，!３設

備や金型の輸入に対する規制を強化する，!４企業の合併，規模拡大を奨励し，

そのための資金調達を優遇する，!５農用車産業の研究を強化する，の５点を

打ちだしている（機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００:１７２］）。
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２．既往研究と方法

中国の個別産業についての研究は，ミクロ・セミマクロのレベルにおいて

近年盛んになっている。自動車産業はその代表であり，少なからぬ業績が，

内外においてすでに存在する。日本に限っても，自動車産業における産業組

織の形成を歴史的にあとづけた田島［１９９１］［１９９６b］，産業技術論の立場か

らエンジン生産に着目した山岡［１９９６］，第一汽車と東風汽車を対比し企業

進化を論じた李［１９９７］，上海VW，天津汽車，第一汽車などの経営戦略を

比較検討した陳［２０００］などがある。また企業集団化を分析したものとして

丸川［１９９４］が，自動車の流通販売システムを日本との比較で論じた田島

［１９９８］などがあげられる。さらに中国においても中国軽型汽車工業史編委

会［１９９５］，中国汽車工業史編輯部［１９９６］，中国汽車工業史編審委員会［１９９６］

など，本格的な産業発達史が刊行されている。ただし農用車を含めた分析と

なると，わずかに田島［１９９８］や丸川［２０００］において初歩的に言及されて

いるにすぎない。逆にいえば，自動車産業研究の主たる対象は，政策当局に

よって認知され，したがって規制と保護の対象であった企業なり分野の研究

が中心であった。

自動車産業に対する産業政策は，１９８０年代の企業集団化政策，１９８０年代半

ばの乗用車産業に関する「三大三小二徴政策」，さらには上記の自動車工業

産業政策と続くが，マクロ的には失敗に終わったというのが定説である（丸

川［２０００］）。予期に反して市場の拡大は緩慢であり，企業再編は一定程度進

んだものの，国際競争力を備えた民族産業は育たなかった。その意味で，や

やもすれば産業発展を肯定的に描いてきた従来の中国自動車産業研究は，改

めてその真価が問われることになる。

規制と保護の対象であった自動車産業とは対照的に，１９９０年代における農

用車市場および同産業の拡大は急テンポであり，生産台数において自動車を

優に上回る規模になっている（表１）。そして既述の１９９７年における政策転
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換を契機に，自動車工業系統で刊行される『中国汽車工業年鑑』においても，

中途半端な形ではあるが１９９８年版以降，北汽福田などの有力農用車メーカー

を自動車産業に含めるようになっている（９）。また同１９９９年版以降は企業番付

も含めた農用車市場の分析が登場しており，農用車および農用車メーカーを

対象とする研究の条件が整いつつある。本章でもしばしば引用することにな

るが，旧機械工業部系のシンクタンクによって機械産業に関する市場調査が

定期的に行われるようになり，農業機械分冊の重要な中身として「農用運輸

車市場」が取り上げられている（機械工業部科技信息研究院産業与市場研究所

表１ 農用運輸車および自動車生産台数の推移
（単位：万台）

農 用 運 輸 車
自動車

三 輪 四 輪 計

１９８４

１９８５

１９８６

１９８７

１９８８

１９８９

１９９０

１９９１

１９９２

１９９３

１９９４

１９９５

１９９６

１９９７

１９９８

１９９９

１．７

３．６

３．８

８．１

１３．４

１９

４０

６０

１００

１０７

１４０

２００

２０５

２２０

２４６

２６８

１．１

２．２

２．６

４．６

６．３

５

４．８

７．８

１３

１７

２０

３０

３５

４２

４７

５２

２．８

５．８

６．４

１２．７

１９．７

２４

４４．８

６７．８

１１３

１２４

１６０

２３０

２４０

２６２

２９３

３２０

３１．６

４４．３

３７．３

４７．３

６４．７

５８．７

５０．９

７０．９

１０６．２

１２９．７

１３５．３

１４５．３

１４７．５

１５８．３

１６２．９

１８３．２

（注） 農用運輸車・自動車の定義は本文を参照。

有効数字は出所にしたがう。

（出所） 機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００:
１５５］。

《中国汽車工業年鑑》 編輯部編［１９９９:５］。
国家統計局編［２０００:４５８］。
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編［１９９９］，機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００］）。

すでに明らかなように，農用車産業のルーツはおおむね計画経済期にある。

とはいえ農用車産業および農用車市場は，移行経済期に入って爆発的に発展

したものである。そして農用車に対する需要の圧倒的多数は，その性格から

農村部を中心とする個人消費である。この点からいえば，農用車産業は家電

産業やオートバイ産業と一面で共通する部分が大きい。これらの産業では，

移行経済期において政府による規制と保護は存在したものの，市場の拡大を

前に多様な企業が参入し，激烈な競争が展開されてきた。そして市場の内発

的な力によって，既述の計画経済期より引き継ぐもろもろの枠組みが打破さ

れ，もしくは維持されつつ企業形態の革新と，企業合併を含む経営的発展が

追求されてきたと考えられる（丸川［１９９６］，"［１９９９］，江［１９９９］および大

原［１９９９］）。いうならば市場競争を通じた企業進化のプロセスと経済改革の

行き着き先が，そこには端的に示されていると思われる。その場合の研究対

象は，市場経済下の企業制度改革，企業のビヘイビア，企業の経営戦略その

ものである（１０）。

本章では以下，まず現状における農用車産業の市場構造を押さえ，ついで

農用車産業の主たるルーツたるトラクタ産業の発展過程を整理し，企業間分

業関係や需要構造も含めた農用車産業の産業組織論的検討を行う。さらに今

後の発展が有望で，自動車産業との境界領域に属する四輪農用車のセグメン

トに注目し，トップ企業にしてユニークな企業進化のプロセスをたどってき

たと目される北汽福田車輌股!有限公司の事例を取り上げ，財務報告や筆者

自身によるインタビュー調査（１１）を踏まえ，上記の課題に迫ってみたい。
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第２節 農用車産業の市場構造

１．１９９０年代の発展と産業組織

すでに表１に示したように，農用車の市場は１９８０年代半ば以降，急速に拡

大している。景気変動にリンクする形で増加率も変動しているが，１９８５年以

降，農用車全体で年率４５．１％もの成長を遂げている。ちなみに自動車の場合，

同じ期間に年率１４．２％であった。１９９４年以降の６年間でみても，中国経済は

引き締めに転じ，かつ１９９７年のアジア経済危機などの影響で成長率は低下し

ているものの，農用車市場の拡大は年率１７．９％に達し，自動車の５．９％を大

きく上回る。また量的には多くないものの，一部のメーカーはアフリカ諸国

を対象に輸出とKD生産を始めている（機械工業信息研究院産業与市場研究所

編［２０００:１６０］）。

車種別でみると，全期間を通じ三輪の年成長率は４５．１％，四輪は３２．９％で，

前者が後者を上回る。しかしこの６年間でみると，三輪は１７．４％，四輪は

２１．１％と逆転している。すなわち１９８０年代半ば以降，まず三輪農用車の市場

が大きく拡大し，１９９０年代になって四輪農用車に対する需要が勢いを増して

いる。農村における輸送手段の近代化はトラクタ・耕運機の利用から始まり，

まず三輪農用車が代替し，さらに近年では四輪車にややシフトしていること

になる。

これを農村サイドにおけるストックの面からみたのが，１９９７年農業センサ

スの集計結果に基づく表２である。ここでいう農用積載自動車とは農村に

入っている輸送用の自動車を指し，かつ生産手段ということで乗用車は含ま

れない。道路の舗装が立ち後れている，所得格差が大きいといった事情から，

農村における自動車の普及は後れており，農用車が独自の市場を形成してい

ると考えられる。

農村世帯の保有する，農用車と輸送用自動車を含めたところの独立した輸

２９２



送手段は，この段階で合計約４９２万台である。他方でこの農業センサスでは，

全国の農村世帯数を非農家も含め２億１３８２万８０００戸としており（１２），世帯平

均の普及率は１９９７年１月段階で２．３％にすぎない。トラクタの主たる用途が，

農繁期はともかくとして輸送手段であることを考慮し，各種トラクタを計算

に入れたとしても普及台数は１６７５万台，農村世帯あたりにして７．８％にすぎ

ない。現状においても農用車市場の潜在力は大きい。そして経済発展ととも

に自動車に対する需要が急拡大することは自明であり，とりわけ公共輸送手

段に劣る農村部では，自動車・農用車に対する個人需要はさらに拡大する。

需要が一巡したと思われるカラーテレビや一部家電とは，明らかに状況が異

なる。

さて１９９７，９８，９９年の農用車生産台数については，メーカーごとの生産台

数がそれぞれ上位２０社まで公表されている（表３，表４）。

これらの表から農用車市場および同産業の特徴を押さえておこう。

まず第１に，三輪農用車と四輪農用車のセグメントでは産業組織がやや異

なる。まず上位２０社に登場する延べ５２社のうち，両セグメントに登場する企

業は山東時風，南京金蛙集団，飛彩集団，許昌機器製造廠，それに北汽福田

の５社のみである。すでにみたように，三輪の場合は市場の拡大がやや緩慢

となり，上位２０社の入れ替わりも少なく，上位４社の全国シェアが１９９８年の

段階で合計６０％を超え，寡占化が進んでいる。１９９７年を出発点としてみるな

らば，年産１０万台のレベルで二極分解が進んでいるといえよう。やや例外的

表２ トラクタ・農用車の普及状況（１９９７年１月１日）

農 家 聯 営 集 団 私営・自営 その他 郷 鎮

大型・中型トラクタ

小 型 ト ラ ク タ

農 用 積 載 自 動 車

農 用 運 輸 車

４７７，６５０

１１，３５４，８７８

４４０，０７８

４，４７８，６８４

６０３

２，６５８

４２０

１，３１０

９９，５５０

１４０，７８８

１７，１２２

２５，５３３

２，７７９

１１，４６９

１，４２３

３，８０１

７２，８７８

２０６，４５５

１７，２５４

３８，３７４

２３，３７５

６９，１５３

２０，５３０

３７，６０７

（注） 大型・中型トラクタとは搭載エンジンが２０馬力以上のものを指す。

（出所） 全国農業普査弁公室［１９９８:８６］。

２９３第８章 農用車市場の展開と北汽福田のM&A戦略



なのは瀋陽遼河機械総廠であるが，東北地方における農用車市場の後発的拡

大を背景とするものであろう。三輪に対し後発的に市場が形成され，近年の

拡大がめざましい四輪のセグメントにおいては，トップ企業の北汽福田が

シェア１２％と他を圧しているものの，全体として未だ寡占化傾向は生じてお

らず，上位２０社の変動も大きい。

三輪農用車の上位企業のうち山東時風は聊城地区高唐県の地方国有企業で，

１９８９年より自県の県属企業を合併する形で拡張を重ね，今日では従業員１万

６０００人，総資産８億元の大型企業に発展している。党委員会書記兼総経理の

表３ 三輪農用車の生産集中度
（単位：台，％）

企 業 名 所 在 地
１９９７年 １９９８年 １９９９年

生産台数 同シェア 生産台数 同シェア 生産台数 同シェア

１ 山東巨力（集団）股!有限公司
２ 山東時風機械集団公司

３ 南京金蛙集団（南京農用車廠）

４ 山東聊城双力農用車集団

５ 飛彩集団皖南軌道車輌廠

６ 山東光明機器廠１）

７ 長葛奔馬機械集団公司２）

８ 蘭州手扶"拉機廠
９ 許昌機器製造廠

１０ 山東五蓮県通用機械廠

１１ 安徽省寧国県甲路通用機械廠

１２ 安徽省寧国機械工業公司

１３ 天同集団有限公司

１４ 南京中山鉄路車両配件廠

１５ 長葛市台属機械廠

１６ 臨猗県卓里機械廠３）

１７ 文登市加力農用車廠

１８ 山東祥鳥集団有限責任公司

１９ 瀋陽遼河機械総廠

２０ 徳州市通力実業公司

北汽福田車輌股!有限公司
山東嘉陵恒興車業有限公司

汝南県広源車輌有限公司

以上計

全産業計

HI指数（上位２０位まで）

山東省#坊市
山東省高唐県

江蘇省$水県
山東省聊城市

安徽省宣州市

山東省泰安市

河南省長葛市

甘粛省蘭州市

河南省許昌市

山東省五蓮県

安徽省寧国県

安徽省寧国県

河北省石家庄市

江蘇省$水県
河南省長葛市

山西省臨猗県

山東省文登市

山東省済寧市

遼寧省瀋陽市

山東省徳州市

山東省諸城市

山東省諸城市

河南省汝南県

３４４，０７６

３４３，１００

３０８，６０４

３０１，１５２

１６１，７２７

１００，０７０

８０，２４７

６３，７６４

６２，８８７

４６，１８３

３３，２６２

３１，１３５

３０，８０７

２６，１１６

２０，２６０

２０，１７４

１９，３００

１６２，１８１

１４，３８１

１１，５４１

２，０３４，９６７

２，２００，０００

１５．６４

１５．６０

１４．０３

１３．６９

７．３５

４．５５

３．６５

２．９０

２．８６

２．１０

１．５１

１．４２

１．４０

１．１９

０．９２

０．９２

０．８８

０．７４

０．６５

０．５２

９２．５０

１００．００

０．０９９２３５

３４５，０９２

４２３，２１８

３９９，０４２

３１０，３６５

１８９，５６５

１４９，９９１

８４，６４３

５４，００８

５２，９５６

５８，３０２

１９，２６１

２０，６２１

４２，５０５

２１，８７５

２１，６７６

１２，６９８

３０，９３３

３６，０２６

３０，８１３

１１，７９５

２，３１５，３８５

２，４６１，７６９

１４．０２

１７．１９

１６．２１

１２．６１

７．７０

６．０９

３．４４

２．１９

２．１５

２．３７

０．７８

０．８４

１．７３

０．８９

０．８８

０．５２

１．２６

１．４６

１．２５

０．４８

９４．０５

１００．００

０．１０４８６９

３８３，９０９

５５０，０２６

４５７，２１１

３３０，５６０

２０４，５７０

１７４，０３６

８２，６９８

５５，５２８

３８，１１８

７１，６２０

１１，５５８

２６，５１０

１１，６６０

２１，８７５

２３，２６８

１９，１４０

７４，１６４

１６，４１４

１１，３６９

１２，８１１

２，５７７，０４５

２，６７４，０００

１４．３６

２０．５７

１７．１０

１２．３６

７．６５

６．５１

３．０９

２．０８

１．４３

２．６８

０．４３

０．９９

０．４４

０．８２

０．８７

０．７２

２．７７

０．６１

０．４３

０．４８

９６．３７

１００．００

０．１２１０１５

（注） １）山東華源光明機器製造有限公司と改称。

２）河南奔馬集団有限公司と改称。

３）山西卓里集団有限公司と改称。

（出所） 機械工業部科技信息研究院産業与市場研究所編［１９９９: １２１，１２３，１３６，１３７］，《中国汽
車工業年鑑》編輯部編［１９９９:１５１，１５２］［２０００:２８１］より引用・計算。
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劉義発は全人代委員でもある。第２位の南京金蛙の場合，もともと江蘇省%

水県の集団所有制企業で（１３），１９８４年に三輪農用車の生産を始め，１９９８年４

月に深&証券市場に上場を果たしている。第３位の山東巨力（旧・$坊巨力

表４ 四輪農用車の生産集中度
（単位：台，％）

企 業 名 所 在 地
１９９７年 １９９８年 １９９９年

生産台数 同シェア 生産台数 同シェア 生産台数 同シェア

１ 北汽福田車輌股!有限公司
２ 山東黒豹集団公司

３ 至喜集団

４ 福建竜馬集団

５ 山東寿光市聚宝農用車輌廠１）

６ 飛彩集団皖南軌道車輌廠

７ 荊州農用運輸車廠２）

８ 広平県機械廠３）

９ 湖南省果園汽車改装廠４）

１０ 山東奥峰農用車集団有限公司

１１ $坊汽車製造廠
１２ 江西手扶"拉機廠
１３ 山東海山集団総公司

１４ 四川省公路機械廠

１５ 成都王牌農用車有限公司

１６ 合肥農用車廠

１７ 四川省農用車集団華川汽車廠

１８ #博汽車製造廠
１９ 四川省公路機械修配廠

２０ 宏祥集団農用車両製造廠

南京金蛙集団（南京農用車廠）

煙台汽車製造廠

広西河池運輸車輌廠

ハルピン哈飛農用車製造廠

浙江四方集団公司５）

山東時風機械集団公司

江蘇牡丹集団有限公司農用車廠

許昌機器製造廠

四川広成車輌製造有限公司

以上計

全産業計

HI指数（上位２０位まで）

山東省諸城市

山東省文登市

湖北省宜昌市

福建省竜岩市

山東省寿光市

安徽省宣州市

湖北省荊沙市

河北省広平県

湖南省長沙県

山東省寿光市

山東省$坊市
江西省南昌市

山東省栄城市

四川省成都市

四川省成都市

安徽省合肥市

四川省達県

山東省#博市
四川省成都市

山東省菜州市

江蘇省%水県
山東省菜陽市

広西自治区河池市

黒龍江省ハルピン市

浙江省永康市

山東省高唐県

江蘇省張家港市

河南省許昌市

四川省成都市

５０，６９５

２４，６５８

２３，９８７

２１，７１４

１６，９９３

１４，８５５

１４，７１３

１２，７６８

１１，４６５

１０，４８０

１０，１２０

９，８１０

９，６４３

９，１１４

７，６３５

６，０８２

６，１４７

５，７８２

５，１５８

４，５７９

２７６，３９８

４２０，０００

１２．０７

５．８７

５．７１

５．１７

４．０５

３．５４

３．５０

３．０４

２．７３

２．５０

２．４１

２．３４

２．３０

２．１７

１．８２

１．４５

１．４６

１．３８

１．２３

１．０９

６５．８１

１００．００

０．０３３６９５

５４，４００

２３，６８６

２５，５０１

３０，３２２

２２，５００

２５，３０７

２０，０００

１２，１００

９，０１０

６，０６６

９，６９２

１２，６３３

６，４１４

１１，２８６

６，８０５

１２，２９７

１０，５３８

７，６３０

６，３２２

５，５３３

３１８，０４２

４６９，４１４

１１．５９

５．０５

５．４３

６．４６

４．７９

５．３９

４．２６

２．５８

１．９２

１．２９

２．０６

２．６９

２．４０

２．６２

２．２４

１．６３

１．３５

１．１８

６７．７５

１００．００

０．０３４８２３

６４，１６３

１４，７８８

２６，１０６

３０，４６１

２５，０８１

２９，１６３

９，１９５

１４，００３

１０，３４９

９，０３９

１２，０６０

１４，９２４

１９，３６０

８，６９４

１１，７３３

１８，２６３

１６，５６６

１０，０３６

８，８３３

８，２８８

３６１，１０５

５２１，０００

１２．３２

２．８４

５．０１

５．８５

４．８１

５．６０

１．７６

２．６９

１．９９

１．７３

２．３１

２．８６

３．７２

１．６７

２．２５

３．５１

３．１８

１．９３

１．７０

１．５９

６９．３１

１００．００

０．０３５７５６

（注） １）山東華源凱馬車輌有限公司と改称。

２）湖北農用車廠と改称。

３）河北宇康農用機械股!有限公司と改称。
４）湖南橘州農用車有限公司と改称。

５）浙江正宇機電有限公司と改称。

（出所） 機械工業部科技信息研究院産業与市場研究所編［１９９９: １２１，１２２，１３７，１３８］，《中国汽
車工業年鑑》編輯部編［１９９９:１５１］［２０００:２８０，２８１］より引用・計算。
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機械総廠）は，県属の集団企業である木器廠を母体として発展した上場企業

であるが，近年新たな生産拠点として河北省遵化市に組立工場を設けてい

る（１４）。第４位の山東聊城双力農用車集団は市レベルの国有企業から出発し

ている。第５位の飛彩集団はやや離されているが，すぐにみるように四輪農

用車でも業界５位以内につけるなど，総合的にみれば農用車のトップ企業の

一つといえる。前身は皖南機動車輌廠（１９７０年創建）で１９８０年以降，全国に

先駆けて農用車を生産したという実績があり，安徽省の農用車メーカーを代

表し，１９９８年１２月に深$市場に上場している。

すなわち三輪のトップ集団の多くは四輪のセグメントにも進出しており，

農用車市場の変化に対応した企業行動と考えられるが，飛彩集団を除き，い

まだ確たるシェアを獲得できていない。これに対し四輪部門のトップ企業で

ある北汽福田の場合は，四輪を主としつつ三輪のセグメントにも参入してい

ることになる。しかし後者のシェアは１％前後とわずかな水準にとどまり，

かつ１９９９年には前年に比べ生産量が半減するなど，このセグメントではむし

ろ劣勢にあるというべきであろう。つまり例外はあるとはいえ，三輪・四輪

農用車の有力企業は，基本的にどちらかのセグメントに特化し，かつ副次的

なセグメントでは中途半端な存在である。

四輪メーカーでは，北汽福田は別格として，福建竜馬，飛彩集団，山東寿

光市聚宝農用車輌廠あたりが中堅企業ということになる。１９９７年段階で第２

位に位置した山東黒豹集団の場合は，ルーツは県の機械工業系統に属する集

団所有制企業であるが，１９９６年１０月に農用車メーカーとして最初に上海証券

市場で上場を認められている。しかしそうした優遇措置にもかかわらず，そ

の後の展開はややじり貧である。その他，#坊汽車製造廠，"博汽車製造廠，

煙台汽車製造廠などは，もともと小型トラックを生産する地方国有企業であ

り，江西手扶!拉機廠は大手のトラクタメーカー，ハルピン哈飛農用車廠は

航空工業系中央企業の子会社である（１５）。しかしこれらの多くは，１９９９年段

階で上位２０位から脱落している。拡大する四輪農用車市場においても，大企

業，もしくは有力企業傘下の企業が敗れるという意味で，市場競争は激しい。
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第２の特徴は，以上からうかがわれる企業形態の多様性である。各企業の

出自は集団所有制企業，地方国有企業，中央企業など多様である。多様な所

有制の企業が広域的な市場で競ってきたという意味で，中国経済の現状を端

的に表す。そして多くの企業は集団公司という形で，地域内外の関連産業を

合併もしくは支配下に置く形で，事業規模を拡大している。また北汽福田，

山東黒豹，飛彩集団，山東巨力の場合には，株式制上場企業として所有権お

よび財務状況の明確化をはかり，増資とりわけ流通株の拡大を通じ，直接金

融による資金調達が可能になっている。株式上場が一部優良企業や地域の支

柱産業に割り当てられる一種の政治的クオータであることを考えれば，地方

農機具メーカーから発展したこれら企業の株式化は，いわば破格の事態であ

る。農用車産業の場合には「発展の初期段階には難癖をつけられ，今日にい

たるまで自動車のように国家の支柱産業とされることもなく，また自動車産

業向けの国家投資枠を与えられたこともなく，公租公課は自動車と変わりな

く，増値税を免ぜられたこともない」（１６）といった言い方がしばしばなされる

が，中央政府レベルでの優遇措置はともかく，地方レベル，もしくは個別企

業のレベルにおいて政策的保護を受けなかったわけではない。

ちなみに「農用運輸車生産企業および産品目録」１９９８年版に列挙された三

輪農用車企業は８１社で３２６車種，四輪農用車の場合は１７２社，１６９８車種で，３５

企業が三輪・四輪を同時に生産している（《中国内燃機工業年鑑》編委会編［１９９９:

３９０］）。合計２１８企業の内訳は，農機系統１１６，自動車系統１３，郷鎮企業系統

２２，交通系統１２，軍需産業１１，航空・航天系統６，司法系統５，その他石油

系統，林業系統，農業系統（農墾系統を含む），軽工業系統，糧食系統などで，

多様な業種からの参入がみられる。

第３に，三輪・四輪の農用車産業に共通する立地の地域性である。一見し

て明らかなように，農用車の主たる産地は山東省，安徽省，河南省，湖北省，

四川省といった農業大省，同様にして古くから農村工業の発展した江蘇省で

ある。とりわけ山東省!坊地区（諸城市，!坊市，五蓮県），同聊城地区（聊

城市，高唐県），安徽省宣城地区（宣州市，寧国県），江蘇省"水県には，いわ
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ば農村立地型の農用車メーカーが集積している。立地が隣接することによる

地域内競争も厳しいと考えられるが，関連産業の展開を容易にするという意

味で，補完関係も存在する。

このうち"坊地区の場合には，すぐ述べるように計画経済期よりトラクタ，

ディーゼルエンジン産業の集積があり，また江蘇省#水県の場合には，エン

ジンその他の関連産業が展開する常州市，武進県といった蘇南の工業地帯に

近いなど，発展を保証する客観的な条件があったというべきである。

２．農用車産業における企業間分業

既述のように，１９５９年に農業機械部が成立し，エンジン，ミッション産業

を含め，トラクタ産業を中心とする農業機械産業は同部の管轄となった。そ

して一部の大企業を例外として，基本的にユニット部品の生産をそれぞれの

専門メーカーが担い，セットメーカーがこれらの外製部品を組み立てるとい

う産業内分業関係が形成された。

１９６０年代になると，南方の農業条件に適した水田用トラクタ，耕運機およ

びそれらに搭載される小型ディーゼルエンジン（１７）の開発が農業機械系統で

行われた。たとえば豊収３５型ホイルトラクタ（上海七一!拉機廠），工農１２型

（東風１２型）ハンドトラクタなどであり，１９６５年以降量産に移され，冷戦下

の地方分権体制のもと，各地のトラクタ工場でコピー生産された（中国企業

概況編輯委員会編［１９８８:５７２―６０２］）。同時にこれらに搭載される発動機につい

ても，１９５型などの単気筒ディーゼルエンジン，およびこれらを基礎にした

２９５型，４９５型エンジンなどが開発され（１８），同様に全国各地の地方企業でコ

ピー生産された（Sigurdson［１９７７］，《当代中国叢書》編輯部編［１９８８: ８７，２５３，

２５４，２９１，２９３］）。

１９７０年以降，中国は対米対ソの戦争に備え，地方分権・地方自給体制の構

築に拍車をかける。１９７１年８月には北京で第２回全国農業機械化会議（北方

農業会議）が開催され，１９８０年の農業機械化目標を７０％とし，省・直轄市・
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自治区レベルにおける自給，原材料の調達から製造，維持・修理の重層的取

り組みが提起された（１９）。この時期，東方紅１２型，泰山１２型などの乗用型小

型トラクタが開発され（《当代中国叢書》編輯部編［１９８８:２７１］），搭載される１９５

型エンジンの普及と相まって，北方畑作地域とりわけ山東省の各地でコピー

生産された（中国企業概況編輯委員会編［１９８８: ５７２―６０２］）。さらに１９７５年から

１９７６年末にかけ，２度にわたり開催された「農業は大寨に学ぶ」全国会議で

は，農業機械化を「大衆運動」として取り組むことが強調され，とくに江蘇，

山東，河北，安徽の各省では，製造設備の供給に向け，機械工業系統のみな

らず軽工業，軍需産業の応援を得て「大会戦」（２０）が行われたという（《当代中

国叢書》編輯部編［１９８８:２５９］）。

他方で農業機械の販売については，１９６０年代初頭以降，主管部門が商業系

統から農業機械系統（１９６１年１０月），同系統から農業系統へ（１９６３年初頭），さ

らに第八機械工業部（１９６５年２月）の系統へとめまぐるしく変化し，かつ１９６７

年以降は多くの農業機械製品が地方管理とされるなど，「いくつかの部門が

それぞれ管理し，多数が経営にたずさわる」状況が多くの地域で出現したと

いう（《当代中国叢書》編輯部編［１９８８:２９４―２９６］）。移行経済期に入ると，農業

系統の農業機械販売部門は農業機械系統の各級農業機械化服務公司（農機公

司）に統合され，物資系統とは別個の生産財流通ネットワークに発展した（２１）。

農用車の開発・生産は，１９８０年代初頭の調整政策を契機とする（２２）。すな

わち１９７８年の段階で各地のトラクタ・セットメーカーは２０８企業を数えたが，

当時の経済調整政策および農業経営の個別化のもと，供給構造の調整が不可

避となり，一部の企業が農用車生産に転じたという（《当代中国叢書》編輯部

編［１９８８:２６３］）。

農業機械産業をルーツとする各地の農用車メーカーは，トラクタ生産と同

様，エンジン，ミッションなどのユニット部品を外部調達に依存している。

この点は小型トラック産業やテレビ・家電産業と同様であり（丸川［１９９６］，

田島［１９９６b］，江［１９９９］），文革期から移行経済期にかけての中国における

企業間分業関係を代表する。
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すなわち三輪・四輪農用車とも，現在にいたるまで計画経済期に開発され

た１７５，１８０，１８５，１９５型もしくはその系統のディーゼルエンジンを搭載して

いる車種が大部分である（董・史・張編［１９９５:６６］，および斉・郭ほか編［１９９９:

２８，２９］）。ちなみに文革期に開発され，中国のベストセラー・エンジンであ

り，輸出商品でもある１９５型エンジンの場合，現状において表５のような供

表５ １９５系統小型ディーゼルエンジンの生産企業と販売実績（１９９８年）

メ ー カ ー 名 所 在 地 型 番 販売台数 輸出台数 備 考

瀋陽富桑遼河動力機械有限公司

常柴長春柴油機有限公司

常柴股!有限公司（常州柴油機廠）
揚動股!有限公司（揚州市動力機廠）
国営如皋動力機廠

無錫華源行星動力有限公司（無錫県柴油機廠）

江蘇五菱柴油機股!有限公司（武進柴油廠）
常州常発動力機械有限公司

徐州柴油機廠

江蘇江動集団有限公司（江淮動力機廠）

浙江四方集団公司（永康#拉機廠）
安徽全柴動力股!有限公司
福建力佳股!有限公司（福建省龍渓機器廠）
九江動力機廠

五菱柴油徳州有限公司

山東華源菜動内燃機有限公司（菜陽動力機廠）

菜陽市柴油機廠

山東巨菱股!有限公司（泰安柴油機廠）
山東峨眉柴油機有限公司（$坊動力機廠）
開封柴油機廠

河南省新郷内燃機廠

鄭州飛馬（集団）股!有限公司
湖北省通山亜新機械有限公司

中国長江動力公司（集団）武漢柴油機廠

株州市柴油機廠

順徳市徳力集団有限公司

広西南寧機械廠

東慶柴油機廠

四川省峨眉柴油機股!有限公司（四川内燃機廠）
雲南金馬柴油機総廠

陜西柴油機廠

蘭州柴油機廠

常柴銀川柴油機廠有限公司

合計

HI指数

遼寧省瀋陽市

吉林省楡樹市

江蘇省常州市

江蘇省美堰市

江蘇省如皋市

江蘇省錫山市

江蘇省武進市

江蘇省常州市

江蘇省徐州市

江蘇省塩城市

浙江省永康市

安徽省全椒県

福建省"州市
江西省九江市

山東省徳州市

山東省菜陽市

山東省菜陽市

山東省泰安市

山東省$坊市
河南省開封市

河南省新郷市

河南省鄭州市

湖北省通山県

湖北省武漢市

湖北省株州市

広東省順徳市

広西自治区南寧市

重慶市

四川省内江市

雲南省昆明市

陜西省三原県

甘粛省蘭州市

寧夏自治区銀川市

L１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５
S１９５G
S１９５
S１９５G
S１９５
S１９５／S１１００等
１９５

山東１９５

SD１９５／ZH１９５
１９５

X１９５
X１９５
X１９５
S１９５
S１９５
S１９５
DLH１９５／S１９５
１９５S
CC１９５
１９５

X１９５
S１９５／S１９５Ⅱ
１９５

S１９５

７，１６８

１，９１３

３４８，１３３

５１，５９０

１７，５００

３３，５１５

４９，２７２

４７，１１７

２３，３６２

２０，８６９

１８，２４０

４，１７１

１０，０５３

２，９００

３８，０００

６８，０００

１９，８７０

１４，６９７

１４６

９，９１３

１７，７０７

１２，２０１

３，０００

２，７６６

１，６１２

５，１６３

１５，２１４

８，５３１

２３，９９２

４２，４０２

２２５

２４０

３４，９８４

９５４，４６６

０．１５６５５

４７，９６３

５，９８１

１，６５１

２６，５８８

１，１０６

３，４４７

９，７８２

９，３１２

１４０

５，４００

３，２００

４，７９１

４６９

１１

５００

５，６８３

２

１４，１３０

１４０，１５６

総輸出台数

１シリンダー機種の輸出

その他機種を含む輸出

その他機種を含む輸出

（出所） 斉・郭ほか編［１９９９:３０４―３０９］。
中国企業概況編輯委員会編［１９８８:４１―７１］。
《中国内燃機工業年鑑》編委会編［１９９９:２５３―２５５］。
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給構造にある。ただし農用車のエンジンは騒音や安定性に問題があり，さら

には性能面での要求から，とりわけ四輪の場合は今日の段階で多気筒化の傾

向にある。とくに広済動力機廠と江西柴油機廠が共同で開発し，のちに揚州

市動力廠が発展させた４７５エンジンが主流となっており，これらのメーカー

のほか，莱陽動力機廠，牟平発動機廠が参入し，常州柴油機廠では燃料噴射

式への改良も行っているという（斉・郭ほか編［１９９９:２９］）。

エンジンとならぶユニット部品であるミッション系統にしても，三輪の場

合には小型トラクタ用のもの，四輪については小型トラックの雛形である北

京１３０型のものが当初使われ，以後は各地のメーカーにより多様なものが供

給されているという（中国機械工業年鑑編輯委員会・中国歯輪専業協会編［１９９９:

４０］）。ちなみに農用車にトランスミッションを供給しているメーカーは全国

で１００企業程度，主要メーカーとしては常州歯輪廠，合肥歯輪廠，安陽歯輪

廠，鄭州歯輪廠，河北保定歯輪廠，青島第二歯輪廠などがあり，需給関係の

緩和とともに，企業の両極分化が始まっているという（中国機械工業年鑑編

輯委員会・中国歯輪専業協会編［１９９９:３９―４１］）。

以上から明らかなように，エンジンにせよミッションにせよ規格は基本的

に統一され，他方でメーカーは各地に展開し，供給構造は競争的である。つ

まり農用車のセットメーカーは，かなり早い段階で市場においてこれらのユ

ニット部品を容易に入手できたと考えられる。逆にいえば，セットメーカー

といっても基本的にフレームメーカーであり，参入障壁は今日にいたるまで，

さほど高いとはいえない。とはいえ，農用車に計画経済期の小型トラックや

トラクタのような共通の図面・規格があるわけではなく（田島［１９９６b］），し

たがって製品自体は多様で，むしろ共通性に欠け，品質，および修理やスペ

アパーツの供給に難があるという（機械工業部科技信息研究院産業与市場研究

所編［１９９９:１３２，１３３］）。

他方で市場競争の激化とともに，すでにみたエンジンの差別化をはじめ，

近年では以下のような製品の差別化・高級化と流通体制の変化がみられ

る（２３）。
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第１に，外観および内装のアップグレードである。無蓋車からキャビンつ

きに移行しつつあり，それとともに各メーカーが競ってプレス，溶接，塗装，

組立のラインを導入する状況にある。たたきのボディーはみられなくなり，

暖房やラジオ，カセットデッキ付きが多くなり，一部にはパワステ付きも登

場している。こうした傾向のもと，北汽福田などの製品の一部は農用車では

なく，自動車としての登録が可能になっている。

第２に，マクロな内需拡大政策のもと，建設需要が増加しダンプ用農用車

が増えるなど，多機能化とともに専用化が進んでいる。

第３に販売方式の直販化傾向がみられる。伝統的に農機公司の系統が主要

な流通ルートであるが，基本的に代理販売の形態をとり専売制ではないため，

アフターサービスや在庫管理，資金の回収に問題がある。このため各メー

カーは販売体制の強化をはかり，後述のように各地の農機市場に自社の販売

要員を派遣し，みずから販売する傾向にある。

第３節 北汽福田の企業発展とM&A戦略

１．諸城車輌製造廠

北汽福田の発展は，１９９４年１月に山東省諸城市の諸城機動車輌廠が北京汽

車摩托車聯合製造公司に吸収合併される形で始まる。母体となった諸城機動

車輌廠は，１９５７年に組織された集団所有の機械修理工場を出発点とする（２４）。

のちに県城鎮に移管され，鎮営諸城軽工機械廠として農業機械，繊維産業用，

食品産業用の機械など，多様な機械の製造を手がけた。後に農用車部門が成

長するとはいえ，北汽福田のルーツは軽工業向けの機械設備生産であり，後

述のように今日にいたるまで，この部門は維持されている。すでにみた山東

巨力の場合も，諸城市を管轄する!坊市に立地しており，かつ集団所有制の

木器廠を出発点とする。
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すなわち諸城市は!坊市によって管轄されるいわゆる「県級市」である。

ただし黄海に近く，青島市や江蘇省との関係が歴史的に存在することから，

山東省においても商工業が発達した地域として知られる。諸城の関連企業と

しては，１９９８年段階で三輪農用車のベスト２０に山東省嘉陵恒興車業有限公司

が顔を出すが，その前身は１９７１年に設立された諸城県機械二廠で，機械製造

から出発し，１９７４年にオートバイを試作している。後にオートバイ専業とな

り摩托車廠と称し，諸城車輌廠に先行する形で，三輪農用車に転ずるという

発展過程をたどった。既述のように!坊市では計画経済期よりトラクタ，

ディーゼルエンジン産業が展開しており，こうした早くからの工業集積と地

域内的な競争・補完関係の形成が，!坊・諸城における農用車生産の地域的

優位性を形成したと考えられる。

１９８７年段階における諸城軽工機械廠は，従業員総数３４２人，固定資産（原

値）１６２万１０００元，工業総生産額３００万９０００元，工業利潤４２万元と，県下の郷

鎮企業としてはトップクラスの規模を誇った。しかし１９８８年に繊維産業用機

械が不振となったため，１９８９年より機動車輌廠の名称でディーゼル車輌，四

輪農用車の生産に転じ，１９９１，９２年段階で量産に移った。他のセットメー

カーと同様，タイヤ，ディーゼルエンジン，ブレーキ装置，トランスミッ

ション，前後輪といったユニット部品は外部の専業メーカーよりの購入に依

存する経営形態である。たとえばエンジンは単気筒，２気筒，３気筒，４気

筒とグレードアップされつつあるが，常州，揚州（いずれも江蘇省）などの

専門メーカーからの調達によった。

２．北京汽車摩托車聯合製造公司

北京汽車摩托車聯合製造公司（略称：北汽摩）は１９８７年に北京汽車製造廠

（同：北汽）と北京摩托車製造廠が合併してできた企業で，現状では北京市

経済委員会傘下の北京汽車工業集団総公司が所有権を授権される形で主管部

門となっている。
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母体となった北京汽車製造廠は，１９３８年に旧日本陸軍が設立した軍用車輌

整備工場を出発点し，国民政府を経て人民解放軍総後勤部に接収され，１９５３

年には第一機械工業部傘下の自動車部品産業に発展している。１９５８年の大躍

進期に乗用車を試作した後，１９６０年代前半には国家経済委員会のトラスト政

策のもと，汎用型の２．４リッターガソリンエンジン（４９２Q）を搭載した小型

ジープを開発し，１９６６年以降，北京ブランドのBJ２１２型ジープを量産して今

日にいたる（田島［１９９６b］，中国軽型汽車工業史編委会［１９９５:４７，４８］）。

同製造廠は１９７２年に北京市に移管され，１９８０年には小型ジープのシャシー，

エンジンを利用し，小型ピックアップトラック（BJ１２１）への進出を図った

（中国軽型汽車工業史編委会［１９９５: ２８２］）。さらに１９８１年には第６次５カ年計

画（１９８１～８５年）のプロジェクトとしてキャブオーバー型１トン車の開発を

担当し，三菱L３００をコピーして１９８５年には試作段階に入り（BJ１２２），さら

に１９８８年には荻原鉄工所より金型技術を導入して量産に備えた（２５）。

並行して同廠は１９８３年には工場の敷地・建屋の主要部分を出資し，また従

業員を二分してAMC（クライスラーを経て今日のダイムラー・クライスラー）

との合弁会社・北京吉普汽車有限公司（北京吉普）を分離する（２６）。合弁会社

はチェロキー・ジープを生産し，２１２型ジープは合弁会社・存続会社の双方

で生産することとなり，BJ１２２は北京汽車製造廠に残った。企業が分割され

たとはいえ，存続会社は北京市郊外懐柔県に新たにフレーム工場（「車架廠」）

を設け，１９８６年１１月には年４万台の供給能力を備えるにいたっている（中国

汽車工業史編審委員会［１９９６: １９４，１９５］）。北京摩托車製造廠を合併する以前

の１９８６年段階においても，同社は従業員数７６０８人，技術者数７００人を有する

大企業であった（中国企業概況編輯委員会編［１９８８:３４７］）。

北京摩托車製造廠は，１９５６年に組織された北京市摩托車修配合作社を前身

とし，１９５８年の大躍進を契機に北京市摩托車製造廠として東風型「三輪オー

トバイ」の生産を始めている（中国企業概況編輯委員会編［１９８８: ３４７］）。この

「三輪オートバイ」は，日本的にいえば「オート三輪」で，形状および性能

面で後の三輪農用車と一部重なるが，あくまでガソリンエンジンを搭載し，
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都市的利用に供する目的で開発された商品である（山岡［１９９６:２３９］）。

この北京市摩托車製造廠は１９７０年には地方国有となり，合併時の１９８７年に

はオートバイ業界第１１位の１万２０００台を供給し，市場シェアは１．６％であっ

た（田島［１９９１: 付表４］）。しかし移行経済期以降，既述のように四輪軽自動

車の開発・生産が進み，オート三輪のセグメントが脅かされる事態にあった。

この合併は，かかる市場的背景のもとに行われた，北京市自動車工業系統内

の一種の救済合併である。ちなみに１９８６年段階における同廠の従業員数は

２８５９人，技術者数は２１２人であった（中国企業概況編輯委員会編［１９８８: ３４７］）。

発足した北汽摩の目玉は，BJ１２２型トラックのはずであった。しかし前輪

独立懸架方式を採用するなど技術面での要求が高く，部品供給がネックとな

り，他方で後輪を各２本としたため顧客のニーズにあわないなどの問題から，

量産体制に移るのは１９９２年以降となった（中国軽型汽車工業史編委会［１９９５:

１９５］）。!小平の南巡講話を受け，この年は景気が過熱し，同公司では２１２

ジープを中心に自動車３万４３９４台，オート三輪２万台を生産した（中国軽型

汽車工業史編委会［１９９５:２８２］）。しかし諸城車輌廠を合併する直前の１９９３年段

階では，景気引き締め政策のもと，BJ１２１，１２２型トラックが計１２９７７台，

ジープ１１８９１台（《中国汽車工業年鑑》編輯部編［１９９４:３４６］）と落ち込み，さら

に１９９４年にはそれぞれ９９１２台，８１９０台と（《中国汽車工業年鑑》編輯部編［１９９５:

３７０］），劣勢は否めなかった。とりわけジープは軍隊や公安関係に安定した

需要があるものの，すでに３０年近く経過した旧モデルであり，これをベース

にした１２１トラック，さらに期待の１２２トラックにしても，車種としては中途

半端であった。また三輪オートバイの生産も１９９３年には２万８５０台と伸び悩

み，順位は１６位，シェアで０．６％と（《中国汽車工業年鑑》編輯部編［１９９４: ６，

７］），市場の変化に明らかにとり残された。

３．救済合併と企業改組

山東諸城機動車輌廠は１９９４年１月に，５７６万元の純資産ごと北汽摩に無償
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譲渡され，北京汽車摩托車聯合製造公司諸城車輌廠となった。この年の諸城

車輌廠による農用運輸車の生産・販売台数は３０００台にとどまり，全国で７２位

と低迷する状況にあった（機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００:１８２］）。

ちなみに翌１９９５年における四輪農用車メーカーの生産台数ベストテンにも北

汽摩諸城車輌廠の名は登場しない。

諸城市では１９８７年という早い段階で社会保障改革が試行され，社会保険の

地域統合が実現されるなど，当初より改革のモデル地域であった。そして

１９９２年１０月以降，地方企業（国有・集団所有）の改革が試みられ（２７），今日で

も四川省宜賓市と並び，所有制改革の先進地域となっている。すなわち諸城

車輌廠の救済合併は，諸城市における地方企業の改革の一環として行われた

が，具体的には市党委員会の陳光書記（当時）が北汽摩に対し積極的に売り

込む形で，いうならば行政主導の形で実現したという（安慶衡北汽福田董事

長の発言http:／／www.ql１００.com.cn／automobile／zhuanti／tuoshi／neirong／guan／g

３.htm）。

既述の国家計画委員会による自動車工業産業政策の発表は１９９４年２月であ

り，したがって北汽摩による諸城車輌廠の併合は，タイミング的にこれに先

立つ。しかし中国を代表する自動車メーカーである第一汽車や東風汽車（い

ずれも中央企業）においては，すでに地域を越えた企業合併を通じ，フルラ

イン化を目指す状況にあった（田島［１９９１］）。また同じ直轄市である上海市

や天津市の自動車産業に比べても，北京ジープを分離した後の北汽摩の停滞

ぶりは明らかであった。したがって北汽摩は産業政策を先取りし，打って出

たことになる。また企業制度改革にしても，１９９３年１１月には社会主義市場経

済の定式化が行われ（中共１４期３中総），同１２月の会社法（中華人民共和国公

司法）の制定と続き，法人企業・株式企業の枠組みが法律で明記されるなど

（「現代企業制度」），広域的な所有権の移転・再編に対し制度的条件が準備さ

れつつあった。

この併合は，双方にとってメリットがあったと思われる。軽工業用設備の

生産から出発した山東諸城機動車輌廠は，北汽摩との合併を通じ，主管部門
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の面で一足飛びに自動車産業に仲間入りした。そして市場の隣接するBJ１２２

およびオート三輪に関する技術・経営資源の移転を受け，さらに北汽および

北京（BJ）のブランドを得た。逆に北汽摩にとっては，蓄積した技術を死

蔵させることなく，新たな生産拠点をえて，また新たなセグメントへの進出

を容易に果たすことができた。自動車工業産業政策を先取りしたという意味

で，点数を稼いだとも考えられる。

ただし企業所有権が移転したとはいえ，国税（２５％は地方に分与）たる増

値税（付加価値税），および地方税たる所得税などは，あくまで事業所の置か

れている諸城市で納め，また党組織も諸城市党委員会のもとに置かれるなど，

企業の属地的性格は色濃く残された（２８）。

併合の後，北汽摩は諸城車輌廠の技術改造にとりかかり，１９９４年には３６００

万元を投入して建屋２万平方メートルを拡張し，溶接，塗装，組立および検

査の各ラインを新たに設け，生産能力を年３万台に引き上げた（機械工業部

科技信息研究院産業与市場研究所編［１９９９:１３８，１３９］）。諸城車輌廠の再建は軌

道に乗り始め，１９９６年には四輪農用車の生産台数が２万６８３０台となり，業界

トップに躍り出た。北汽摩よりの技術移転により，J１２２のボディーに４気

筒ディーゼルエンジンを搭載した車種（BJ１０２２）が開発されたが，ガソリン

エンジンを搭載していないだけの，実質的な自動車であった。

こうした実績を背景に，北京市人民政府の認可のもと，北汽摩など１００あ

まりの法人企業が発起する形で，諸城車輌廠を母体とする「行政区分，産業

区分，所有制区分を超えた」株式会社として北汽福田車輌股!有限公司（北

汽福田）が１９９６年８月に成立した（機械工業部科技信息研究院産業与市場研究

所編［１９９９:１３９］）。発起人株は表６のように構成されたが，機械工業系統の

北汽摩が筆頭株主となり，ベンダーである各地の有力エンジンメーカー（農

業機械系統）が現物出資もしくは現金出資し，さらにディーラーである各地

の農機公司などが出資する形になっている。

ちなみに株主に名を連ねる山東諸城漁業機械股!有限公司は，もともと

「林業，漁業および水力機械」産業に属する「株式合作制」企業（２９）である
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が，諸城車輌廠の発展とともに小型車用前輪設備メーカーとして力をつけ，

後述の北汽福田#坊収穫機械廠にもシャシーを供給するなど，北汽福田系の

有力部品メーカーになっている。同様に北汽福田が外部に依存するユニット

部品としては，エンジン（常柴股!有限公司＝M４８５ディーゼルエンジン，江蘇

五菱柴油機股!有限公司＝４７５ディーゼルエンジン，北京内燃機集団），ガラス（福

建耀華，大連玻璃廠），ミッション（長春変速箱廠），ショックアブソーバ（北

京減振器廠），前輪（諸城車輌公司），後輪（丹東車橋廠），タイヤ（威海輪胎廠）

などがあり，これらのベンダーとは「安定的な協力関係」にあるという（北

汽福田股!有限公司招股説明書概要〈一〉，１９９８年５月７日）。このうち江蘇五菱

柴油機股!有限公司の親会社は北汽福田の株主でもある武進柴油機廠である

など，株式保有の基本には取引関係があった。

発起人株の確定は，出資の大半を占める現物資産などの評価額に基づいて

行われ，したがって何を以て出資に充てるか，いかに評価が行われるかは大

表６ 北汽福田車輌股!有限公司の株主構成
（単位：万株，かっこ内％）

１９９７年１２月 ２０００年６月

非上場株（発起人株）

北京汽車摩托車聯合製造公司

常柴股!有限公司
武進柴油機廠

山東菜動内燃機有限公司

山東柴揚動股!有限公司
丹東曙光車橋股!有限公司
上海"拉機内燃機有限公司
安徽全柴集団有限公司

山東諸城漁業機械有限公司

その他

上場株（人民元普通株）

１４，４１２．０（１００．０）

９，２５２．０（６４．２）

１，５００．０（１０．４）

７５０．０（ ５．２）

５００．０（ ３．５）

２００．０（ １．４）

２００．０（ １．４）

２００．０（ １．４）

１００．０（ ０．７）

１００．０（ ０．７）

１，８７０．０（１３．０）

０．０（ ０．０）

１８，７３５．６（７４．２）

１２，０２７．６（４７．７）

１，９５０．０（ ７．７）

９７５．０（ ３．９）

６５０．０（ ２．６）

２６０．０（ １．０）

２６０．０（ １．０）

２６０．０（ １．０）

１３０．０（ ０．５）

１３０．０（ ０．５）

２，０９３．０（ ８．３）

６，５００．０（２５．８）

合計 １４，４１２．０（１００．０） ２５，２３５．６（１００．０）

（出所） 北汽福田股!有限公司招股説明概要（１９９８年５月７日），および北汽
福田のwebサイト（http．／／www.futian.com.cn）よりダウンロード。
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問題であった。後者については評価会社に委ね，結果を出資企業の所在する

地域の国有資産管理局が承認する形をとった。前者については，たとえば最

大の株主である北汽摩の場合，北京市懐柔県に保有するフレーム工場（車架

廠），諸城車輌廠，さらに"坊市に有する金型工場（工模具廠）を現物出資し，

常柴股!有限公司以下のベンダー株主は主に製品を充てた。債権を株式に転

換するやり方であるが，北汽摩の場合は明らかに不採算部門の分離を兼ねて

いた。したがって現物出資も含め，北汽福田の設立には，多分にインサイ

ダー的かつご都合主義的な側面は否定できない。ただし従来の中国企業の場

合，既述のように行政区分，産業区分が明確で（３０），さらに国有，集団所有，

私営・自営といった所有制区分による制約が大きかったことを考えれば，多

部門・多地域におよぶ多様な所有制の企業が出資して企業の改組を行ったと

いうことは，やはり画期的な事態であった。

法人企業となった北汽福田の董事長には，北汽摩の主管部門である北京汽

車工業集団総公司の安慶衡総経理が，総経理には諸城車輌廠から王金玉が董

事・党委員会書記を兼ねて就任した。安慶衡董事長は北京歯車廠総廠の総工

程師を務めた清華大学卒の技術者で，北汽摩の総経理と北京汽車集団総公司

の董事・総経理・総工程師を兼ねる。一方，王金玉総経理はこの段階で弱冠

３３歳，諸城市機動車輌廠の工場長を務めたたたき上げの経営者であった（同

公司「一九九九年年度報告」）。

一連の制度改革の結果，１９９７年になると北汽福田の四輪農用車生産台数は

５万６９５台に増大し，他を圧するトップ企業に成長した。北汽摩より引き継

いだ諸城車輌廠が主力であったが，北京市懐柔県のフレーム工場については

懐柔車輌廠とし，よりグレードアップした車種の生産拠点として整備が進め

られた。この企業は懐柔県農機公司傘下の地方国有企業である植保機械一廠

を前身とし，北京市政府の介入のもと，地上資産が北汽摩に無償譲渡され，

さらにこれが北汽福田に現物出資されるという経過をたどった。ここの場合，

諸城車輌廠と同様に経営は北汽福田に統合されているものの，従業員はそっ

くりそのまま受け入れており，社会保険や税についても属地的な関係が継続
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している（３１）。

一方，"坊市の金型工場については北汽福田"坊模具廠とし，これを基礎

に開発部門である技術研究院を設けている。さらにこれと同一敷地内に，既

述の北汽福田"坊収穫機械廠を設立し，１９９８年以降，市場が開けつつあった

小麦および稲作用の自走式中型コンバイン（「谷神」ブランド）の生産に参入

している。この年のコンバイン生産は１５００台に達し，１９９９年には１６００台と生

産水準が維持され，北汽福田はこの分野においても大手企業に仲間入りして

いる（機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００:６９，７０］）。

４．株式上場と拡張的経営戦略

１９９８年６月，北汽福田は業界２位の山東黒豹に続き，上海市場に上場を果

たす。株式化とそれに続く増資・上場は，成長する企業にとって銀行融資に

代替・補完する，願ってもない安価な資金調達の手段であった（３２）。

実態としては発起人株を国家株・法人株の扱いで非流通株とし，上場によ

る増資分４５００万株に従業員割当て５００万株を加えた５０００万株により，新たに

３億２３００万元の資金を市中および企業内から調達するというものであった。

既述のように上場枠には地域別のクオータがあり，北汽福田の場合は北京市

の枠で上場している。またこの段階で自動車生産のライセンスが与えられ

（『証券時報』１９９８年６月１２日），『中国汽車工業年鑑』にも登場することにな

る。ただし流通株が付け加わることにより，発起人株主の筆頭である北汽摩

の場合は，株式保有において単独過半数のシェアを失うことになった。

株式発行による資金調達が行われる場合，あらかじめその用途が明らかに

されねばならない（会社法第１４０条）。株式公募の説明書には，北汽摩より摩

托車廠を分離して北汽福田との共同の子会社とする，研究開発部門および金

型設計や製造技術を強化するといった内容が盛り込まれた（北汽福田車輌股

!有限公司招股説明書概要〈一〉，１９９８年５月７日）。

低迷を続ける摩托車廠の処遇は，北汽摩にとって頭の痛い問題であった。
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こうして北汽福田の上場を機に，建屋，生産設備を北汽摩が現物出資し，北

汽福田が８０００万元の資金投入と企業改組に責任を負うことになり，北汽摩摩

托車廠をベースに１９９８年１０月には北汽福田建材機械有限公司が設立された

（会社資料による）。摩托車廠の整理こそ，北京市が北汽福田に課した上場の

条件であった。

摩托車廠にはオート三輪用のアッセンブリー・ラインと，ガソリンエンジ

ンを内製する技術があった。しかし北汽福田はこれらのセグメントを早々に

敬遠し，プラスチック製建材や同射出成形設備，アルミサッシなどの新たな

領域への進出に転じた（『上海証券報』１９９８年７月１７日）。すでにみたように北

汽福田の前身は諸城軽工機械廠であり，プラスチックや金属の加工設備に関

しては，一定の経営資源を有していた。これらを生かす形で，拡大する北京

の建材市場に着目したのである。

ただし北汽福田は，一方的に不利な条件を押しつけられたわけではなかっ

た。既述のように自動車生産のライセンスを獲得したほか，上場を機に，北

汽摩に対し北京ブランドの無償使用を権利として認めさせている。また北汽

摩から分離された工場に付随する職員住宅などの「非生産経営性資産」につ

いては，あくまで北汽摩に管理責任を残し，これを北汽福田の従業員によっ

て有償利用する形にした。退職者の年金や医療費についても分離し，北汽摩

の管理にとどめた。さらに北汽摩など主要株主との間に，子会社＝北汽福田

を保護するための業務範囲の競合を回避する規定，すなわち農用車市場への

参入を控えさせる旨の協定を交わしている（北汽福田股!有限公司招股説明書

概要〈一〉，１９９８年５月７日）。

上場企業の董事会は１５人で構成され，うち常勤の有給董事は総経理，常務

副総経理，副総経理の３人で，董事長ほか１２人の董事は非常勤である（同公

司「一九九九年年度報告」）。董事長は北汽摩の安慶衡が再任されたが，非常

勤であり，株式シェアの低下も踏まえて判断するならば，日常的な意思決定

におけるコーポレート・ガバナンスの機能はやや希薄である。常務董事に再

任された王金玉総経理以下の経営層の役割が，相対的に大きいと考えられる。
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ちなみにこの段階で副総経理以下の北汽福田の経営陣は，董事・常務副総経

理（財務担当，３５歳）＝元諸城機動車輌廠共産主義青年団書記，董事・副総経

理（#坊金型工場担当，５３歳）＝元同廠党委員会書記，副総経理（企画担当，３７

歳）＝元諸城摩托車廠副廠長，副総経理（販売担当，３６歳）＝元諸城農具廠副

廠長，総工程師（３４歳）＝元兵器工業部四川慶岩機械廠幹部，副総経理（諸城

車輌廠担当，４４歳）＝元諸城紡織機械廠幹部，副総経理（営銷公司党書記，４１歳）

＝元北京市植保機械廠廠長，董事会秘書（３５歳）＝元陜西飛機製造公司幹部

などにより構成されている（北汽福田股!有限公司招股説明書概要〈一〉，１９９８

年５月７日）。諸城車輌廠以来のたたき上げ，諸城市の機械工業系統よりの

転職組，北汽摩に吸収合併され北汽福田に委譲された企業の経営責任者，そ

れに国有大企業よりのスピンアウト組によって基本的に占められている。

株式上場を受け，北汽福田は湖南，福建，広東，広西，海南の５省を管轄

する販売会社（営銷分公司）を１９９８年７月の段階で湖南省長沙市に設け，南

方市場進出の拠点とする。また同年８月には山東省の青州農機公司と合弁で

農業機械の販売会社である青州福田農機有限公司を設立している（同公司「一

九九九年度報告」）。そして１９９９年５月には湖南省の小型トラクタ・メーカー

である長沙"拉機廠を，北汽福田側から１５００万元投入する形で合併し，長沙

車輌廠としている。こうして２０００年１月には，トラクタ・農用車を生産する

年産３万台のラインが長沙で稼働を始めている（中国汽車技術研究中心『行業

新聞』２０００年２月２１日）。

さらに１９９９年９月，北京市農機総公司に所属する北京"拉機公司に対し北

汽福田建材公司とともに出資し，２０００年２月には後者の株を買い取る形で改

組し，北京福田発動機有限公司を発足させている（持ち株比率１９％）。北京"

拉機公司の主力工場は北京市昌平区沙河鎮にあり，これ以降，北汽福田の本

社登記はここでなされている。

北京"拉機公司は１９６０年代末より１２型ハンドトラクタを生産しているメー

カーで，ディーゼルエンジンも生産し，１９９１年以降は農用車の試作をするな

ど，この間転身をはかっていた（北京市経済委員会編［１９９４:１７５］）。そして２０００
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年５月には，北京福田発動機有限公司を母体として北内京鈴発動機廠を統合

する形で，北京福田発動機有限公司を設立している（『上海証券報』２０００年６

月２日）。北内すなわち北京内燃機総廠は中国を代表する農業機械工業系統

のエンジン専業メーカーであり，北内京鈴発動機廠は日本から導入した小型

ディーゼルエンジン（BN４９３Q，日本名４JB１）のラインを分離してできた子

会社である。北京!拉機公司の設備にこのラインを統合することにより，北

汽福田は強力なエンジン生産部門を系列に取り込むことになった。

こうした事業の拡大と企業合併は，北汽福田にとって大きな資金負担で

あった。しかし１９９９年６月に開催された株主総会では，配当，無償増資を行

わず資本準備金（「資本公積金」）にまわすとする内部留保重視の１９９８年度利

益分配案が否決される事態になった。各地のディーゼルエンジン会社をはじ

めとする大手株主が反対に回ったことになる。内部留保の積み増しは株価の

上昇要因であるが，流動性に制約のある国家株・法人株の株主にとっては短

期的かつ直接的なメリットにはつながらない。これらの安定株主は，結果と

して企業の拡張主義的なシェア拡大，多部門戦略に対して歯止めをかけたこ

とになる。

この事態は，１９９９年１０月に開催された臨時株主総会において，株主割当て

で有償増資２割，資本準備金よりの転換による無償増資１割，それに１株

１．１元（税込み）の配当が行われることで妥協がはかられた（同公司「一九九

九年年度報告」）。有償増資は１株１０元で割り当てられ，主として懐柔車輌廠

のラインナップの整備，品質向上，製品開発に充てられた（同公司「二〇〇

〇年度中期報告」）。３割増資の結果，市場流通株は６５００万株に増加した（表

６）。

そして２０００年度上期の中期株主総会においては，さらに２３．０７７％の有償増

資（１株１０元）案が採択されている。懐柔車輌廠の技術改造を主たる目的と

する増資であり，２３．０７７％という半端な数字は，上場株の６５００万株から８０００

万株への引き上げから規定されたものである。すなわち上場株数の増加は，

企業の経営判断に基づくとともに，会社法（「公司法」）の規定により，中国
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証券管理監督委員会の許可が条件となる（第１３９条）。認可された増加枠にあ

わせ，国家株・法人株に対しても平等な条件での増資となった（３３）。

こうして２０００年下期に増資が行われたが，国家株・法人株については資金

の払い込みが滞り，現物出資を含めて消化できたのは１３１１万株で，割り当て

株数の約３０％にとどまった。この結果，非上場株の割合は従来の７４．２％から

７１．５％に低下している（同公司「二〇〇〇年年度報告」）。株式企業であれば増

資による資金調達は当然のことであるが，所有権を授権された親会社，もし

くは株式を保有する企業の経営状況の如何では，国家株・法人株の安定的な

維持ができなくなることを，この事例は端的に示している。現状において国

家株・法人株の流通は企業合併などで例外的に認められるにすぎないが，不

況下に株式の持ち合いが解消しつつある日本の例をみるまでもなく，与件変

化の如何によっては，安定株主の政策的維持は困難になる。

５．企業組織の拡大・再編

２０００年段階で，北汽福田は従業員９９８２人，うち直接生産職５７１２人，販売職

１９５９人，技術職７５７人という人員構成になっている。企業はいくつかの生産

事業所および分公司，研究所をかかえる大組織となった。２０００年の最終損益

は対前年比約１割減の９０７６万元，年末の総資産は約５割増の２６億５７５０万元で，

純資産利益率は前年の１６．７％から９．８％に大きく低下している（同公司「二〇

〇〇年年度報告」）。車輌販売台数については初めて自動車の台数が計上され，

自動車８万７８３台，四輪農用車２万５２０７台，収穫機械４２０５台という業績で

あった。この年，全国的にみても農業生産の伸び悩みから農用車市場は史上

初めて対前年マイナス成長となったが，北汽福田は寡占化の進む三輪農用車

の生産を縮小し，ピックアップ・トラックを投入するなど，農用車市場にお

ける構造変動と大衆車市場の形成を視野に，自動車生産へのシフトをはかっ

た。コンバインの販売も，需要の拡大を背景に順調であった。しかし製品価

格の低下に原材料費の上昇が加わり，利益率は低下している。経営の量的拡
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大と経営指標低下のトレードオフに悩む段階に，北汽福田も立ちいたったと

もいえよう。さらに支配下にある北京福田建材機械有限公司の経営は思わし

くなく，２３００万余元の赤字を計上するにいたっている（同公司「二〇〇〇年

年度報告」）。株式上場にともなう代価が，北汽福田の経営にとって桎梏に

なっている。

北汽福田の法人登記は，既述のように北京市郊外の昌平区で行われている。

他方で諸城車輌廠は北汽福田発祥の地にして最大の生産拠点であり，人材の

供給基地でもある。さらに"坊には金型工場，コンバイン工場，それに開発

拠点たる技術研究院があるなど，本社機能の少なからぬ部分は"坊地区に残

されていた。しかし上場企業となり，各地に生産拠点をもてばもつほど，ま

たそれらが北京周辺に集中すればするほど，本社機能とりわけ北京への集

中・拡充が必要となる。構想としては近い将来，市内に比べ人の流入制限が

緩やかで，北京福田建材機械公司の立地する郊外の通州区に，"坊の技術研

図１ 北汽福田車輌股!有限公司・組織構造図

（出所） 懐柔車輌廠における筆者調査（２０００年７月）。
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究院を移転し，研究開発の拠点にする計画であるという（インタビューによ

る）。

１９９９年１２月の段階で，北汽福田の企業内組織は，おおむね図１の構造と

なっている。製品や車種構成などの企画・調整，工場長クラスの人事，新規

大卒者の採用（３４）は基本的に総経理が管轄し，限度額以上の財務は常務副総

経理のもとに置かれるなど，企業戦略に関わる部分については集権構造に

なっている。ただし各工場は，部品の調達や限度額以下の財務，基本的な労

務・人事に関し，むしろ事業部的な独立性を有している。このうちユニット

部品も含む部品調達に関しては，計画経済期以来の地域内分業のネットワー

クがあり，さらに市場経済化のもと，広域的な調達と品質の追求も進んでい

る。たとえば北汽福田のHPには，技術者・幹部職員の求人とともに，部品

納入に関する公募が，ISO９００１の取得や大手企業への納入実績，公的機関に

よる品質保証などを条件に掲示されている。

営業部門は販売担当副総経理の管轄する販売会社＝営銷公司に一元化され

ている。具体的には全国６カ所の分公司（客車銷售分公司＝北京市昌平区，北

京銷售分公司＝北京市懐柔県，諸城銷售分公司，成都銷售分公司，長沙銷售分公

司，!坊収穫機械分公司銷售公司，北京福田建材機械有限責任公司＝北京市通州

区）によって担われているが，明らかなように車種や製品ごと，事業所の所

在地ごとに設置される形となっている。生産拠点のない地域に販売分公司が

設けられているのは成都のみで，一面で中国的な企業活動の属地的性格を示

すものである。またコンバインや建材部門の場合には，子会社である専門

メーカーが販売組織を実質的に管轄している。なお北汽福田の場合，２００１年

２月の段階で製品輸出に関する臨時ライセンスを取得するにいたっている

（同社HPによる）。

販売会社は，基本的に代理販売の形態をとらないのが原則とのことで，

１０００人あまりの営業マンが各地の農機・機電（物資系統の機械電気関係流通部

門）などの市場，販売拠点で直接販売にあたっている（３５）。現物取引・現金決

済で，ローンは導入されていない。ちなみに１９９７年に筆者が調査した河北省
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遵化県のケースでは，県の農機公司によって設けられた農機市場において各

メーカーの三輪・四輪農用車が展示され，メーカー派遣のセールスマンが自

社製品をユーザーに対し直接現金で販売する形になっていた。農用車は消費

者にとって高額の商品であり，品質に対する信頼感が形成されておらず，か

つ消費者信用が発達していない段階では，キャッシュによる現物取引に合理

性を見いだすことが可能である。他方で使用にあたってはスペア・パーツの

供給や維持修理が不可欠であることから，専門的な販売組織やアフターサー

ビス網の形成もまた不可避であろう。

表７では四輪農用車上位５社の地域別販路構成を示したが，北汽福田の場

合は華北および東北市場を重点としつつ各地に分散しており，むしろ全国的

な強さをもつといえる。ちなみに全国の四輪農用車に占める地域市場の割合

は，１９９９年通年で最大の山東が１６．６％，業界３位の至喜集団の地元である湖

表７ 四輪農用車上位５社の主たる販売地域（１９９９年第４四半期）
（単位：台，％）

順位 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ８省計

北汽福田

福建竜馬

湖北至喜

安徽飛彩

山東華源

省名

販売台数

同比率

省名

販売台数

同比率

省名

販売台数

同比率

省名

販売台数

同比率

省名

販売台数

同比率

山東

２，６６２

２０．１０

福建

１，２８０

１５．４９

湖北

８，０００

３１．３２

新疆

１，６０５

１４．６８

山東

２，０３５

３２．６５

河北

１，１２０

８．４６

山東

１，１４９

１３．９０

河南

３，６００

１４．０９

河北

１，４１６

１２．９５

河北

１，３０１

２０．８８

遼寧

１，０９４

８．２６

江西

７６５

９．２６

湖南

２，５００

９．７９

雲南

１，３６９

１２．５２

黒龍江

８２３

１３．２１

黒龍江

６８７

５．１９

雲南

４５４

５．４９

山東

２，２００

８．６１

陜西

９９１

９．０７

遼寧

４２０

６．７４

広東

５４７

４．１３

湖北

４４９

５．４３

河北

２，１００

８．２２

河南

９３３

８．５４

内蒙古

３８１

６．１１

河南

４７０

３．５５

湖南

４３８

５．３０

黒龍江

１，８９０

７．４０

安徽

８７９

８．０４

江蘇

１９２

３．０８

湖南

４６４

３．５０

河南

３８６

４．６７

遼寧

１，７２０

６．７３

甘粛

６６０

６．０４

河南

１７０

２．７３

北京

３９１

２．９５

河北

３８４

４．６５

新疆

１，２００

４．７０

湖南

２８３

２．５９

新疆

１３８

２．２１

７，４３５

５６．１４

５，３０５

６４．１９

２３，２１０

９０．８６

８，１３６

７４．４３

５，４６０

８７．６１

（注） 湖北至喜の場合は年間販売台数。

（出所） 機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００:１６０］。
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北は９位で４．５％，福建，安徽はそれ以下である（３６）。したがって北汽福田以

外の上位企業は，地元において強固な販売基盤をもつことになる。その意味

で北汽福田は，業界４位にして地元市場の小さい安徽飛彩集団とともに，市

場の全国化が顕著に進んでいるといえる。寡占化の進む三輪市場を避け，経

営資源を主として四輪部門に投入したことも，かかる全国展開を容易にした

と考えられる。

６．北汽摩系３社の経営比較

北汽福田の躍進ぶりと対比する意味で，最大の株主にして親会社たる北汽

摩，さらに北汽摩の外資系子会社である北京吉普の現状について，１９９８，９９

年段階の経営実績をみておく（表８）。

数字から明らかなように，北汽摩は資産総額でこそ北汽福田を上回るもの

の，その他の指標ではすべて元々の子会社たる北汽福田，北京吉普に劣る。

１９９９年にやや持ち直しているとはいえ，従業員数に鑑み，北汽摩が赤字経営

に転落していることは確実である。他方で北汽福田を北京吉普と比較すると，

１９９９年の段階で，工業総生産額，工業付加価値額といった経営規模を表す指

標においては，前者は後者を凌駕している。不況下にも北汽福田は規模を拡

表８ 北汽摩系３企業の経営実績
（単位：万元）

北 汽 摩 北 汽 福 田 北 京 吉 普

１９９８年 １９９９年 １９９８年 １９９９年 １９９８年 １９９９年

工業総生産額

工業付加価値額

年末従業員数（人）

年末資産総額

製品販売額

５３，４０２

４，６５２

６，９５５

１８６，３０３

７４，４７５

６１，５７５

９，９３７

５，９１９

１８７，２３３

８４，４５５

２１５，１７４

３０，４３３

７，１３０

１１２，６６１

１９４，１４０

２９８，０２０

４５，３０９

８，６３６

１６２，０３４

２８４，４３５

２１７，５６９

４１，９７５

６，１７２

２５０，４００

２４５，８１６

１９０，０１２

４０，３３９

４，９２０

２３３，５４２

２００，１４４

（注） 北汽福田は山東省の自動車メーカーとして捕捉されている。

（出所）《中国汽車工業年鑑》編輯部編［１９９９:３７８，４４５］［２０００:４４１，５０８］。
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大し，北京吉普はマイナス成長であった。内需拡大を目指す公共投資の増大

がとられても，官需中心の四輪駆動車に対する需要増にはつながらなかった

のであろうか。そしてこの両社は，従業員数および資産総額では対照的であ

る。すなわち北京吉普の場合は外資系企業らしくより資本集約的な生産方式

がとられ，北汽福田はより労働集約的である。そしてたとえば資産総額に対

する配当・利子を１割と考えれば，これを除いた従業員１人あたりの付加価

値生産性は，両社とも奇しくも１９９８年の２万７０００元から１９９９年には３万４０００

元程度に，同様に上昇している。北汽福田は北京吉普と遜色のないパフォー

マンスを示しているが，後者は減量経営の結果であり，前者は拡大経営とい

うことで，対照的である。もっともすでにみた翌２０００年の経営実績まで考慮

に入れるならば，北汽福田の場合は規模・範囲の拡大路線がむしろ過大で

あったといえるかもしれない。

これを主要製品の生産台数をみると（《中国汽車工業年鑑》編輯部編［２０００:

４４１］），対照はより鮮明である。すなわち北汽摩の場合，オート三輪部門は

すでに北汽福田に移転している。残された生産部門のうち小型ジープの生産

台数は１９９９年段階で１万３２５２台と引き続き市場を確保しているが，同じ年に

北京吉普では同系ジープを１万１７００台，移植車種であるチェロキー・ジープ

を８１２１台生産，計２万台近く生産している。親会社である北汽摩は，生産規

模において子会社たる北京吉普の３分の２程度に落ち込んでおり，車種の違

いを考慮すると，この差はさらに広がる。小型ジープには，既述のように官

需という安定した市場が存在するが，道路網の整備とともに，市場の相対的

な縮小傾向は否めない。ましてすでに３０数年を経た車種では，多くを期待で

きない。

他方で小型トラック（BJ１２１，１２２の後継機種）の生産台数にしても，北汽

摩は１９９９年で合計わずか１７３６台と，大きく後退している。すでにみたように，

北汽福田はこの段階で四輪農用車を６万４１６３台，三輪農用車を１万６４１４台生

産するまでになっている。

ここで詳述する余裕はないが，２トントラックのセグメントでは，フルラ
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イン戦略を完成しつつあるかつての中央企業と，外資との合弁に成功した地

方企業による寡占化傾向が生じており（田島［１９９６b］），ジープを改造した中

途半端なピックアップトラック（BJ１２１）では，キャブ・オーバーの専用車

種とはしょせん勝負にはならない。他方でBJ１２２の属する１トンクラスでは，

北汽福田のような農用車から出発したメーカーに明らかに負けている。第６

次５カ年計画で北汽摩に導入されたこのクラスの日本技術（BJ１２２）は，結

果として中国に適合的なものではなく，これを農用車に換骨奪胎した北汽福

田に軍配があがったということになる。

以上要するに，北汽摩の場合には，合弁子会社を分離したことによって自

社のジープ部門のモデルチェンジをやりそこね，他方で傘下に収めたオート

三輪部門やコストをかけて育成しようとした小型トラック部門はものになら

ず，より市場に適合的な形で製品開発に成功した北汽福田などの農用車メー

カーにとって代わられた。のみならず，既述のように北汽福田を上場会社と

して分離するにあたり，オート三輪部門を押しつけるとともに北汽福田の経

営分野を侵さないとする条件，すなわち自らの手足をしばるような条件も飲

んでいる。傘下に合弁会社（北京吉普），株式会社（北汽福田）を育成するだ

けの経営資源をもちながら，みずから集中すべき新たな戦略部門を欠き，結

果としてこれらの子会社によって食われ，じり貧状態にあるのは歴史の皮肉

である。計画経済期より続く旧タイプの国有企業と，これらをルーツもしく

は親会社としつつ，市場経済に適合的な企業活動・企業形態をとることので

きた企業の違いが，そこには端的に示されていると考えられる。

一方，合弁企業たる北京吉普の場合，経営的にはアメリカ的な車種・生産

技術や経営技術の移植・導入に，むしろ苦戦しているといった方がよいかも

しれない。中国政府による産業政策，たとえば１９８０年代の「三大三小二微政

策」が，北京吉普の経営展開を結果として狭めたともいえよう。もしくは

AMC→クライスラー→ダイムラー・クライスラーといった親会社レベルの

変動が，経営に影響しているのかもしれないが，この点は本章の範囲を超え

る。
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むすび

冒頭の問題意識を踏まえ，まず市場の発達もしくは発生という視点（石川

［１９９０］，丸川［１９９９］）から農用車市場の形成を位置づけ，ついで市場経済

下の企業制度改革という視点から，制度・政策の変化と対照しつつ，北汽福

田の発展過程，外延的な企業拡張戦略を総括してみたい。

第１に，農用車の市場は，移行経済の段階で小型トラクタまたは耕運機の

市場から自然発生的に分離・拡大したといえる。需要サイドにおける規制は，

軽油流通に対する規制・保護が１９９０年代まで残存したものの，農用車本体の

割り当てといった直接的な規制は行われなかったと判断される。道路交通上

の規制が自動車並みになるのは，市場が急拡大する１９９０年代半ば以降である。

したがって農用車の用途および産業技術は小型トラクタ・耕運機と連続し，

同様に自動車産業における小型トラック・軽自動車，オート三輪のセグメン

トとも隣接する。移行期に移植技術で形成された軽自動車産業を除けば，こ

れらのセグメントでは計画経済期において基本的な工業基盤が形成されてい

た。その意味で農用車産業の市場と組織は，計画経済期の産業基盤を引き継

ぐものである。

第２に，中国の農業機械産業においては，歴史的に分散した立地形態した

がって産業組織が政策的に追求され，かつ主要なユニット部品を外製化する

中国的な分業形態がとられた。こうした初期条件が農用車産業における参入

障壁を低くし，市場構造をきわめて競争的なものとした。そして市場の拡

大・グレードアップとともに，自動車・農用車の境界が希薄化し，隣接部門

よりの新規参入，隣接部分への新たな展開で競争が激化している。北汽福田

の自動車部門への進出，北汽摩の凋落はその象徴であり，マクロ的にみれば

競争を通じた優勝劣敗のメカニズムが明らかに貫徹している。

第３に，市場における流通主体は，各地の農機公司による代理販売と，

メーカー自身による自家販売が中心になっており，前者は計画経済期の枠組
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みと連続する。ただし集団農業の時代はともかく，農業経営が個別化した

１９８０年代前半以降，農機公司の系統を通じた地域独占が維持されてきたわけ

ではない。小型トラクタなどの農業機械に続く農用車という成長商品の出現

は，市場経済への適応，組織の存続という意味で，農機公司にとって大きな

意味があったと考えられる。しかし北汽福田の事例から明らかなように，市

場競争の激化とともに，メーカー主導による再編が始まっている。こうした

状況は自動車や家電の流通システムにおいても観察されており（田島［１９９８］，

大原［２０００］），現段階における耐久消費財の流通システムとしては合理的な

ものであろう。アフターサービスや今後の消費者ローンによる販売の可能性

を踏まえるならば，取引形態は多分に属地的信用を担保とする長期的なもの

にならざるをえない。したがって販売組織も属地的に形成されることに経済

合理性がある。高価で維持修理の必要なこれらの商品の場合には，量販店方

式やカタログ販売，さらにはネット販売といった取引形態にただちに移行す

るとは考えにくい。

第４に，自動車との境界が希薄化するとともに，既述のように自動車なみ

の車輌規制も適用されつつある。とりわけ深刻な影響を業界に及ぼすと思わ

れるのが排ガス規制である。すなわち公害・環境問題の深刻化に対し，１９９９

年３月の段階で国家質量技術監督局は車輌の排ガス規制に関する三つの国家

標準を発表し，ディーゼル車も含めた規制の強化に乗りだした。これを受け，

同年９月に機械工業農用運輸車発展研究中心，中国農機工業協会農用運輸車

分会，同農用運輸車専家組が主催し，江蘇省鎮江市において「農用運輸車用

ディーゼルエンジン非公式検討会」が開催された。そこではセットメーカー

がエンジンにあわせた仕様を行っていないといった不満がエンジンメーカー

から出される一方，その他も含め，農村用の車輌に対する規制としては厳し

すぎるとの意見表明がこもごもなされ，「関係部門が農用運輸車という中国

的特色をもつ商品を積極的に支持し，産業の健全な発展をはかるべく，とり

わけ排ガス基準の制定，実施にあたり，自動車とは区別してあたる」よう，

意見集約されたという（中国汽車技術研究中心『行業新聞』，１９９９年９月８日）。
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このことは二つの点で重要である。一つは計画経済期以来の伝統的かつ安

価な技術が，外部不経済の面からもはや適用性を失いつつあり，エンジン

メーカーのみならずセットメーカーに対しても技術面でのグレードアップが

要求されていることである。二つ目は，業界が一種の圧力団体として独自の

利害を主張しはじめたことである。市場競争が価格・品質の両面に及び，一

部で寡占化傾向も生じるなか，市場秩序に関わる利害調整の機能が徐々に市

場内部に醸成されつつある。

この点を象徴するのが，国家機械工業局によって１９９９年１月に発せられた

「＜全国三輪農用運輸車産業における平均費用＞の公表に関する通知」であ

る。ここでは価格破壊の傾向に対し，「管理の基本ができている」企業の生

産費用を平均して標準価格とし，原則的にこれを「下回るか，もしくは実質

的に下回る」価格で販売してはならないとしている（《中国汽車工業年鑑》編

輯部編［２０００:２７７］）。これを受けて中国農機工業協会農用車分会は，同年３

月に全国の有力三輪農用車企業１３社を集めて会合を開き，「全国三輪農用運

輸車価格自律実施細則」を採択し，国家機械工業局行政管理司副司長をトッ

プとする「全国三輪農用車価格監督小組」を発足させている。同農用車分会

は行政改革を契機として行政組織から分離する形で組織された業界団体であ

るが，これが主要企業の意向を反映する形で一種のカルテル組織となり，行

政と一体となって規制を加えるというのが，ここでの基本的な構図である。

三輪農用車市場および同産業の成熟を物語るものである。

以上のような農用車市場の展開過程のなかで北汽福田は徐々に有力企業と

して頭角を現してきたわけであるが，そのプロセスにおいて同社がとってき

た企業制度なり企業戦略は，マクロな政策展開との関連も含め，どのように

評価されるのだろうか。

第１に，北汽による北京吉普の設立，北京摩托車廠，諸城車輌廠の吸収合

併という一連の企業制度改革は，いうならば中央・地方レベルでの外資優遇

策や産業政策，構造調整政策を背景とし，まずは属地的に展開され，ついで

政策的に準備された一般的な所有制改革の枠組みに乗る形で，もしくはこれ
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を先取りする形で，主管部門・地域を越えた所有権の移転という形で実現し

た。そして新たな制度的枠組みはさらに株式化・上場化という形で，直接そ

して間接の資本調達に道を開き，これに農用車に関わる産業政策が加わり，

北汽福田はさまざまな優遇措置を享受したと考えられる。とりわけ自動車生

産のライセンス取得は，「自動車工業産業政策」による規制をかいくぐるも

のであり，北汽福田のその後の発展を大きく規定することになった。ただし

このように制度・政策の変化を北汽福田が踏み台にできたのも，農用車市場

の拡大と農用車産業の基幹産業化という追い風があったからにほかならない。

第２に，こうした経済的かつ政治的な機会をとらえ，果断に市場に対応し，

かつ制度改革とそれにともなう優遇措置を先取りした主体の存在も確認され

ねばならない。端緒となった広域的な救済合併においては，技術移転も含め，

むしろ北汽摩の主導的な役割は明らかである。しかしそれ以降の企業発展，

さらに株式化から上場，広域的な生産・販売拠点の整備等々を推進してきた

のは，諸城車輌廠以来の経営実務の担い手である現在の経営層にほかならな

い。経営層の年齢構成がきわめて若いことは，ほとんどゼロから出発し，発

展がきわめて急速であったことを端的に物語る。

第３に，経営層の強いリーダーシップの反面として，企業経営におけるイ

ンサイダー・コントロールの傾向もうかがえる。１９９９年の株主総会における

利益配分案の否決は，非常勤董事が大多数を占める董事会が基本的に機能し

ていないということであろう。筆頭株主である北汽摩の凋落は著しく，同公

司もしくは主管部門であり董事長を送り込んでいるところの北京汽車工業集

団総公司による企業統治が効果的に機能しているとは考えられない。そもそ

も１９９８年の株式上場は，従業員への株式譲渡を含め，流通株のみの増資であ

り，これを契機に，北汽摩による株式保有は５０％を切り，絶対的な支配関係

は形式的にも解消している。

そうかといって，北汽福田がまったくのインサイダー・コントロールに

陥っているとするのも早計であろう。議案の否決は株主総会，すなわち所有

に基づくコーポレート・ガバナンスが一定程度機能していることを示すもの
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である。株式制をとる以上，株主の意向を無視した経営はできない。ただし

１９９９年，２０００年と，ある意味で株主総会の意向を尊重して行われた増資の結

果，皮肉なことに現物出資も含めて出資に応じられない企業が続出した。非

上場株たる国家株・法人株制度の無理が，端的に示されているといえよう。

第４に，自動車へのシフト，生産規模の拡大，生産・販売拠点の広域的確

保は北汽福田の企業戦略の柱であるが，すでにみたように地方企業の合併，

もしくはこれを支配下に置く形が一般的である。エンジン生産への進出と

いった内製化戦略の場合も同様である。他方で属地的な既存の資本ストッ

ク・経営資源を活用するのではなく，まったく新たな拠点を企業内の資源移

転により広域的に作り上げることも理論的には可能であろう。しかし中国に

おける不動産市場や労働市場の現状に鑑み，また広域的人事配置転換に関わ

る制度的制約に鑑み，既存企業に対するM&A戦略にならざるをえない。こ

うした広域的な支配・合併を通じた企業組織の外延的拡張傾向は，たとえば

自動車産業や家電産業，さらにはビール産業などにおいても顕著である。か

つ国有企業の戦略的改組をはかるマクロな経済政策や，地域振興を願う地方

政府の利害とも一致し，無償譲渡や金融機関による融資枠の設定など，一連

の優遇措置が加わり，かかる傾向に拍車がかかっている。逆にいえば，拡大

し進化する市場にあわせて北汽福田が企業展開をはかるうえで，既存企業の

ストックなり，政策的な優遇措置に依存せざるをえない客観的な状況がある。

一面で，経済改革の限界を物語る事態でもある。

第５に，企業合併に関わって，従業員のみならず，税，社会保障，さらに

は党組織など，吸収対象における諸々の属地的もしくは属企業的な利害関係

を抱え込むことになる。すなわち各地方政府や金融機関などを含め，ステー

クホルダーは広域的かつ多様にならざるをえない。のみならず，北汽福田の

株式上場にともない，北汽摩の不採算部門である摩托車廠を傘下に収めざる

をえなかったことから明らかなように，新たな制度の利用や地方企業の支

配・吸収合併，さらにいえば株式の増資などにおいて，必ずしも企業にとっ

て合理的とはいえない政治的条件が付加される傾向がある。許認可に関わる
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一種の窓口指導ともいえるが，国有企業改革の実態を一面で示すものである。

摩托車廠の系列化に関わるオート三輪から建材および建材機械への業種転

換は，多分に北汽福田の経営的判断によるものである。とはいえ，本業から

乖離し範囲の経済を望めないような業種への拡大は，資金および経営資源の

浪費を招くことになる。同様に地方企業の合併は基本的に従業員の丸ごとの

統合を前提とし，不可避的に冗員問題を惹起する。自動車産業においても，

産業政策に対する数あわせの形で，広域的な企業合併や多国籍企業なみのフ

ルライン戦略がとられたが，結果として過剰な人員・設備を企業にもたらし

ている（田島［１９９６］，丸川［１９９９: 第２章］）。予期に反して市場が拡大しない

ような場合には，拡張主義的なM&A戦略，政策当局による窓口指導のリス

クは，少なからぬものがある。

農用車産業の場合，冒頭でみたように市場の潜在力はまだまだ大きく，か

つWTO加盟にともなう市場開放の影響は自動車産業ほど大きいとは思われ

ない。その分，北汽福田のリスクは軽減され，規模拡大に邁進することが可

能になっているともいえる。しかし他方で市場が大きい分，有力な自動車

メーカーやトラクタメーカーの新規参入も顕著である。そして市場の成熟と

ともに経営戦略の巧拙，規制の程度が，より端的に企業の浮沈に反映される

ことになろう。

なおしばらく，農用車市場の動向と北汽福田の企業展開に注目したい。

〔付記〕 本章の脱稿後，四輪農用車業界第２位（１９９９年）の生産実績を誇る福建

竜馬集団の経営破綻が伝えられた（『中国青年報』２００１年９月７日）。報道に

よれば同社は，用地取得を目的に異業種企業を買収し，自動車生産のライセ

ンスを取得するべく小型トラックメーカーの福建汽車廠を合併するなど，地

域内救済合併を通じ規模と範囲の拡大を実現したが，省レベルの産業政策と

の折り合いが悪く株式上場の機会を逃し，負債の肩代わりが負担になり，行

き詰まったという。ちなみに同社は１９７０年に福建省竜岩地区の地区級農業機

械工業として設立され，１９７８年より東風１２型ハンドトラクタを生産し，１９８３

年以降，四輪農用車に進出するという発展過程をたどっている（福建省竜岩
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市のサイトhttp:／／www.longyan.gov.cn／zdqy／LM／lm１００１．htm による）。

〔注〕

!１ 公安部１９９３年第１２号令「農用運輸車安全基準」，GB７２５８―１９９７「機動車運

行安全技術条件」で示された枠組みのうち基本的な部分（斉・郭ほか編［１９９９:

２］）。

!２ １９５０年代末における農機系統の独立は，産業部門におけるデマケーション

の明確化でもあり，自動車の生産は，本来的に（第一）機械工業部の系統で

担われることになった。デマケの明確化はエンジン生産においても顕著であ

り，大手一貫メーカーの内製を除き，ディーゼル，ガソリンを問わず，エン

ジン生産は基本的に農機系統の管轄となった。

!３ 農業機械部は１９６５年１月に第八機械工業部に改組され，従来農業部が管轄

していた農業機械の販売，修理，および農機站（＝農業機械ステーション）

の管理，さらには農業機械化に関わる政策の策定を担うことになった（《当代

中国叢書》編輯部編［１９８８: 附録］）。

!４ １９６０年代半ば以降，まず交通部門，ついで一部の農業機械部門，さらに移

行経済期には旧軍需部門による自動車産業への参入が，とりわけ小型トラッ

ク（「軽型車」）や軽自動車（「微型車」）の生産で相次いだ。このうち小型ト

ラックの場合には，農機部門で生産されるエンジンやミッションをアッセン

ブラーが購入し組み立てる，という分業関係が一般的であった（田島［１９９６b］）。

!５ 『中国汽車工業年鑑』が依拠する統計データは，基本的に「汽車工業企業基
本状況調査表」に依拠しており（《中国汽車工業年鑑》編輯部編［１９９９:２３９］），

この調査表への記入と報告義務が課せられる企業が自動車産業ということに

なる。

!６ オートバイ産業の場合，同様に移行経済期に市場が急拡大し，地方分散的

な産業組織が形成されていながら，産業としては早くから自動車産業として

認知されている。ガソリンエンジンを搭載し，かつ計画経済期にすでに産業

として存在し，移行経済期の当初の段階で嘉陵機器廠などの巨大軍需メー

カーが海外よりの技術導入をテコに参入したことから（大原［１９９９］），当初

より自動車産業として扱われたと考えられる。

!７ 小型トラクタの販売は１９９０代初頭までにすでに市場化されており，個別農

家は地元もしくは近隣市の農機公司において自由に購入する状況にあった（田

島［１９９６a:７０］）。

!８ たとえば公安部「農用運輸車による道路交通の管理を強める問題について

の通知」（１９８７年），同「農用運輸車安全基準」「農用運輸車による道路交通の
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管理を強める問題についての規定」（いずれも１９９３年），中華人民共和国機動

車運転免許証管理弁法（１９９６年）など。

"９ 後述のように，北汽福田は北京市で法人登記されている企業であるが，こ

の段階では山東省の企業として紹介されている（《中国汽車工業年鑑》編輯部

編［１９９８:４２６］）。

"１０ 中国でも企業経営に関わる事例研究が増えてきたが，本論で意図するよう

な，計画経済から市場経済への移行期における市場の形成過程を踏まえ，市

場主体たる企業の進化のプロセスを歴史的に明らかにするという問題意識は

やや希薄である。

"１１ 著者によるインタビュー調査は，諸城車輌廠（１９９９年１２月），北汽福田北京

本社，懐柔車輌廠（いずれも２０００年７月）で行われ，諸城の調査では袁鋼明

研究員（中国社会科学院経済研究所），北京では江小涓研究員（同財貿経済研

究所）の協力を得た。しかし本章における文責はあくまで筆者に帰するもの

である。

"１２ 中国のおける農家概念は戸籍制度に依拠しており，そもそも耕地保有に重

なるものであるが，近年では耕地を保有せず，もしくは広義農業に従事しな

い実質非農家も存在する。しかし農村における脱農の多くは自営部門の拡大

によるものであり，こうした部分における輸送手段への依存度は，むしろ農

家を上回るものであろう。

"１３ 金蛙集団は１９９５年９月に南京農用車製造廠を中核企業として成立した集団

で，構成員として四川内江，常州歯輪，浙江万向，南京金石機械製造などの

有力企業が含まれる。菫事長兼党委員会書記の何家銘は大卒者で，県農機所

の所長の座をなげうって農用車の生産を始めたという立志伝中の人物である

（『光明日報』１９９９年１２月２２日）。

"１４ 同企業のホームページ（http:／／www.chinajuli.com／）による。

"１５ この他，大手自動車メーカーなどの農用車市場への参入も相次いでいる。

たとえば，東風汽車公司のテコ入れで新疆汽車廠が同市場に参入（中国汽車

技術研究中心http:/／www.autoinfo.gov.cn／『行業新聞』１９９９年６月２４日），柳

州微型が同市場向けの新車種を開発（同１９９９年７月２８日），長安公司など重慶

市の企業が出資し，重慶跨越（集団）股!有限公司を組織し，１９９９年より農
用車を生産（同１９９９年６月２９日），第一トラクタ廠（中央企業）が三輪農用車

市場へ参入等々（同１９９９年９月２８日）。

"１６ 「２０００年産業論壇系列研討会」（７月１４日）における陸則鶴元機械工業部農
用運輸車専家組組長の発言（中国汽車工業技術研究中心『行業新聞』２０００年

８月２日）。

"１７ ディーゼルエンジンの場合にはスパークプラグを用いる必要がなく，機構

が簡単で耐久性にメリットがある。ただし周知の排ガス問題があり，後述の
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ように農用車に対する規制の可否をめぐる議論を惹起するにいたっている。

!１８ エンジンの型番のうち，最初の１桁は気筒数を，あとの２もしくは３桁は

シリンダーの内径を指す。つまり４９５型というのは単気筒の１９５型エンジンを

４本くっつけたエンジンということになる。

!１９ 農業機械の生産にあたり，部品生産を各地の農機具工場，同修理工場に割

り当てるという形で地域内分業が形成された（田島［１９８０］）。

!２０ 各行政分野，軍隊，企業より人材，資源，資金などを一堂に集め，集中的

に建設を行うやり方を指す。大躍進期の建設運動に端を発し，１９６０年代の大

慶油田の開発や攀枝花製鉄所の建設などで成果を収めた。

!２１ １９８４年段階では全国各省地区県レベルの経営組織２６３９カ所（従業員１０万４０００
人），さらに県以下の販売拠点１万２８５８カ所（２万４１７４人）を数えるにいたっ

たという（《当代中国叢書》編輯部編［１９８８:１９７，１９８］）。

!２２ 調整政策を契機とする市場化の進展は自動車産業，さらにはテレビ産業に

おいても同様である（田島［１９９１］，丸川［１９９６］）。

!２３ 全国農機流通協会主催の農機農用車展銷会（１９９９年４月）に関する報道記

事による（中国汽車技術研究中心『行業新聞』１９９９年５月４日）。

!２４ 以下の北汽福田公司および諸城軽工機械廠に関する記述は，筆者による調

査（１９９９年１２月，２０００年７月），山東省諸城市史志編纂委員会［１９９２: 第５編］，

諸城市情調査組［１９９１: 第４章，第６章］，機械工業部科技信息研究院産業与

市場研究所編［１９９９:１３８，１３９］による。

!２５ エンジンとしては北京内燃機総廠が開発した４７５ガソリンエンジンが搭載さ

れたという（中国汽車工業史編審委員会［１９９６:１９４］）。既述の４７５モデルにつ

いての説明とはやや異なる。

!２６ この合弁については，マン［１９９０］が参考になる。

!２７ 株式制，従業員持ち株制（株式合作制），無償譲渡，破産，リース，合併な

どの雛形がある（筆者の諸城市政府弁公室に対するインタビューによる）。こ

のうち株式合作制については董［１９９９］，宗［２０００］に詳しい。

!２８ １９９４年の分税制改革を契機に，新設された増値税の７５％，同じく奢侈品に
対する消費税が国税となり，従来の産品税など（間接税）の属地的徴収を通

じた地方企業・地方政府の相互依存関係が希薄になったことも，地域を越え

た所有権の移転を容易にしたと思われる。

!２９ 注!２７を参照。
!３０ 一般に行政区割については「塊塊」，産業区割りについては「条条」と称し，

既述のようにこれらのマトリックスによって中国企業は管理されてきた。

!３１ 同廠での筆者のインタビューによる（２０００年７月）。ちなみに応対した工場

長は，諸城より派遣されてきた技術者で，そもそも貴州航空公司から諸城車

輌廠にスピンアウトし人物であった。しかし同席した工場弁公室主任は，懐
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柔植保機械一廠からの残留組である。またいわゆる党政関係は本部および懐

柔県の二重管理になっているという。

"３２ 株式化・上場企業化は銀行融資を有利にするという意味で，間接金融を補

完するというべきであろう。同公司のHP（http:／／www.futian.com.cn）で提

供される『福田新聞』では，中国農業銀行北京分行による５億元の融資枠供

与を高らかに報じている（２０００年１２月８日）。

"３３ 会社法の規定により，株式の発行にあたっては，「公開，公平，公正」の原

則が確保されねばならない（第１３０条）。

"３４ 北汽福田のHPによれば，２００１年の新規四年制大卒者の求人は理系中心に

２５１人（MBA３人を含む）で，配置先の地域別内訳は，北京１７０，#坊３９，諸
城２２，瀋陽６，長沙１０である。

"３５ 同公司本部でのインタビュー（２０００年７月）による。

"３６ 機械工業信息研究院産業与市場研究所編［２０００:１６３］。
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